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第１編 総則 

（趣旨） 

第１条 本規定は、一般社団法人熊本県バスケットボール協会（以下「本協会」とい

う。）の定款４８条の規定に基づき、本協会の組織及び運営に関する基本原則を定

める。 

(遵守義務） 

第２条 当法人は、前条の事業を行うに際し、ＪＢＡの定款、基本規程及びこれらに付随 

   する諸規程、国際バスケットボール連盟及びＦＩＢＡ ＡＳＩＡの諸規程、スポーツ 

   仲裁機構及び一般社団法人日本スポーツ仲裁機構の仲裁関連規則のほか、ＪＢＡ、 

   国際バスケットボール連盟、ＦＩＢＡＡＳＩＡ、スポーツ仲裁機構及び一般社団法 

   人日本スポーツ仲裁機構の指示、指令、命令、決定及び裁定等を遵守する義務を負う。 

 

第２編 組織 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第３条 本篇の規定は、本協会の組織を構成する機関およびその運営に関する事項につい

て定める。 

第２章 会員及び社員 

(会員の資格） 

第４条 本協会には、次の会員を置く。  

   ⑴ 正会員  

本協会の目的に賛同して入会した団体及び個人  

    ⑵ 賛助会員 

     本協会の事業を賛助するために入会した個人又は団体 

      ⑶ 名誉会員 

     本協会に功労のあった個人又は団体で、社員総会において推薦されたもの 

  ２ 前項の会員のうち、正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

    (以下、「法人法」という。）上の社員とする。 

  ３ 正会員は、全県的に組織されたバスケットボールの競技団体である次のいずれか

に所属するものとする。 

学生連盟、（一社）熊本県バスケットボール協会Ｕ１８部会、高等学校体育連盟、

高等専門学校連合会、（一社）熊本県バスケットボール協会Ｕ１５部会、中学校体育

連盟、（一社）熊本県バスケットボール協会Ｕ１２部会、キッズ連盟、公益社団法人

ジャパン・プロフェッショナル・バスケットボールリーグ、社会人リーグ連盟、その

他前記に該当しないチーム 
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(入 会） 

第５条 本協会の正会員又は賛助会員として入会するものは、会長に本協会所定の入社申 

    出書を提出し、理事会の承認を得なければならない。 

２ 前項の理事会の承認の可否については、本協会は入会申出者に対し通知するもの 

    とする。 

  ３ 名誉会員に推薦されたものは、本人の承諾をもって会員となるものとする。 

 

(会員の資格喪失） 

第６条 会員が、次の各号のいずれかに該当するに至った場合は、その資格を喪失する。 

   ⑴ 退会したとき 

   ⑵ 後見、保佐開始の審判を受けたとき 

⑶ 死亡しもしくは失踪宣告を受け、または会員である団体が解散したとき 

⑷ 総社員の同意があったとき 

⑸ 除名されたとき 

 

(任意退会） 

第７条 会員は、理事会において別に定める退会届を提出することにより、任意に退会する  

   ことができる。退会の申出は 1か月前にするものとするが、やむを得ない事由があ 

   るときは、いつでも退会することができる。 

  

(除 名） 

第８条 会員が、次の各号のいずれかに該当するに至った場合には、総会の決議によって当

該会員を除名することができる。この場合において、本協会は、当該会員に対し、当

該総会の日から 1週間前までにその旨を通知し、かつ、総会において弁明する機会を

与えなければならない。 

   ⑴ 本協会の定款、規程または社員総会の決議に違反した行為が重大なものである

とき 

⑵ 本協会の名誉を傷つけ、事務を阻害し、もしくは当法人に著しい損害を加えた行

為が重大なものであるとき 

⑶ その他除名すべき正当な事由があるとき 

  ２ 除名は、除名した会員にその旨を通知しなければ、これをもって当該会員に対抗す

ることができない。 

第３章 社員総会 

(構 成） 

第９条 社員総会は、すべての正会員の中で、キッズ連盟、（一社）熊本県バスケットボール

協会 U12 部会、（一社）熊本県バスケットボール協会 U15 部会、（一社）熊本県
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バスケットボール協会 U18 部会、（一社）熊本県バスケットボール協会一般より

のブロック別の代表又はチーム区分の代表で構成する 

      キッズ連盟                 3 名 

     （一社）熊本県バスケットボール協会 U12 部会 6 名 

（一社）熊本県バスケットボール協会 U15 部会 12 名 

（一社）熊本県バスケットボール協会 U18 部会 6 名 

（一社）熊本県バスケットボール協会 一般      5 名 

                           合計 32 名 

 

(権 限） 

第１０条 社員総会は、次の事項を決議する。 

     ⑴ 加盟団体及び会員の除名 

     ⑵ 理事及び監事の選任、解任 

     ⑶ 理事及び監事の報酬等の支給基準及び費用弁償の基準並びに報酬額 

     ⑷ 貸借対照表及び正味財産増減計算書の承認 

     ⑸ 定款の変更 

     ⑹ 解散及び残余財産の処分 

     ⑺ 理事会において総会に付議した事項 

     ⑻ その他総会で決議するものとして法令またはこの定款に定められた事項 

   ２ 前項にかかわらず、社員総会においては、あらかじめ総会の目的として通知され

た事項以外の事項については決議することができない。 

 

(種 類） 

第１１条 本協会社員総会は、定時社員総会と臨時社員総会の２つとし、定時社員総会 

     は、 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内に年１回開催する。 

    ２ 臨時社員総会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 

    ⑴ 理事会が必要と認め招集の決議をしたとき 

     ⑵ 総正会員の議決権の５分の１以上の議決権を有する正会員から、会長に対し、

総会の目的である事項及び招集の理由を示して総会招集の請求があったとき 

 

(招集手続） 

第１２条 社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除くほか、理事会の決議に基づき 

    会長がこれを招集する。会長に事故若しくは支障があるときは、副会長がこれを 

    招集する。 

   ２ 社員総会を招集するには、会日より１週間前までに、正会員に対して招集通知を

発するものとする。 
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ただし、すべての正会員の同意があるときは、招集手続を経ずに開催することが

できる。 

 

(議決権） 

第１３条 社員総会における議決権は、各正会員につき１個とする。 

 

(議長） 

第１４条 社員総会の議長は、会長または会長が指名する者がこれにあたる。 

 

(決議の方法） 

第１５条 社員総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、総正会員の 

     議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席した当該会員の議決権の過半数 

         をもって行う。可否同数の場合は、議長の決するところによる。 

      ２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、正会員の半数以上であって、正会員の 

        議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行う。 

    ⑴ 加盟団体及び会員の除名 

     ⑵ 監事の解任 

    ⑶ 定款の変更 

     ⑷ 解散 

    ⑸ その他法令で定められた事項 

 

(総会の決議の省略） 

第１６条 社員総会の決議の目的たる事項について、理事又は正会員から提案があった場 

    合において、その提案に正会員の全員が書面によって同意の意思表示をしたとき

は、その提案を可決する旨の総会の決議があったものとみなす。 

 

(議決権の代理行使） 

第１７条 正会員は、他の正会員１名を代理人として議決権を行使することができる。 

     ただし、 この場合には、総会ごとに代理権を証する書面(委任状）を会長に提出

しなければならない。 

  

(議事録） 

第１８条 社員総会の議事については、法令に定める事項を記載した議事録を作成し、議 

     長及び出席正会員の中から議長が指名した議事録署名人２名が署名又は記名押 

     印する。 
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                 第４章 役員等 

(役員の設置） 

第１９条 当法人には、次の役員を置く。 

⑴ 理事  ５名以上２５名以内  

⑵ 監事  ２名以内 

２ 理事のうち、１名を会長、６名以内を副会長、１名を専務理事、４名以内を常務

理事とする。 

   ３ 前項の会長をもって、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法人

法」という。）上の代表理事とし、専務理事をもって同法第９１条第１項第２号の

業務執行理事とする。 

 

(役員の選任） 

第２０条 理事及び監事は、総会の決議によって選任する。 

   ２ 会長、副会長、専務理事及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から 

    選定する。 

   ３ 監事は、当法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 

   ４ 各理事について、当該理事及びその配偶者または三親等内の親族その他特別の 

    関係があるものである理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはならな 

い。監事についても同様とする。 

   ５ 他の同一の団体(公益法人を除く。）の理事または使用人である者その他これに

準ずる相互に密接な関係にある者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１

を超えるものであってはならない。監事についても同様とする。 

 

(理事の職務及び権限） 

第２１条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執 

行する。 

   ２ 会長は、法令及びこの定款で定めるところにより、当法人を代表し、職務を執行

する。 

   ３ 副会長は、会長を補佐する。 

   ４ 専務理事は、当法人の業務を執行する。 

   ５ 会長及び専務理事は、毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職 

    務の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

(監事の職務及び権限） 

第２２条 監事は、次に掲げる業務を行う。 

    ⑴ 理事の職務執行を監査し法令で定めるところにより監査報告を作成すること 
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    ⑵ 理事会に出席し、必要があると認めるときは意見を述べること 

       ⑶ 理事が不正の行為をし、もしくは当該行為をするおそれがあると認めるとき、

または法令もしくは定款に違反する事実もしくは著しく不当な事実があると認

めるときは、遅滞なくその旨を理事会に報告する。 

    ⑷ その他監事に認められた法令上の権限を行使すること 

   ２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、本協会の業務及

び財産の状況の調査をすることができる。 

 

(役員の任期） 

第２３条 理事及び監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの 

     に関する定時社員総会の終結の時までとする。 

   ２ 任期満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任された者の任期は、前任 

     者の任期の残存期間と同一とする。 

   ３ 増員により選任された理事の任期は、他の在任理事の任期の残存期間と同一と 

     する。 

   ４ 理事及び監事は、第１９条第１項で定めた員数が欠けた場合には、辞任又は任 

     期満了後においても、新たに選任された者が就任するまでは、なおその権利義務 

         を有する。 

 

(報酬等） 

第２４条 理事は無報酬とする。ただし、常勤の役員に対しては、その職務の対価として報

酬を支給することができる。 

   ２ 役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

   ３ 前２項に関し必要な事項は、総会の決議により別に定める役員の報酬並びに費

用に関する規程による。 

 

(法人に対する責任の免除または限定） 

第２５条 当法人は、法人法第１１４条の規定により、理事会の決議をもって、同法第１１

１条の行為に関する理事(理事であった者を含む。）の責任を法令の限度において

免除することができる。 

２ 当法人は、法人法第１１５条の規定により、外部理事との間に、同法第１１１条

の行為による賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約

に基づく賠償責任の限度額は、１０万円以上であらかじめ定めた金額又は法令が

規定する額のいずれか高い額とする。 

 

               



8 

 第５章 理事会 

(構 成） 

第２６条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

２ 理事会の構成は、以下のとおりである。 

⑴ 会長 1 名 

⑵ 副会長 6 名以内 

⑶ 専務理事 1 名 

⑷ 常務理事 4 名以内 

⑸ その他理事 13 名以内 

⑹ 監事 2 名以内 

⑺ 総務委員会のうち 大学担当・3×3 担当 2 名以内 

⑻ ユース育成全体チーフマネージャー 1 名 

ただし、(7)（8）のメンバーについてはオブザーバーとしての参加で決議の権限

はないものとする。 

３ 前２項に関わらず、会長の判断で、理事でないものの理事会参加を認めることが

ある。 

ただし、オブザーバーとしての参加で決議の権限はないものとする。 

 

（執行部会） 

第２７条 理事会を円滑に遂行するために、専務理事の判断で執行部会を置くことができ

る。 

２ 執行部会は、以下の理事をもって構成する。 

なお、事務補佐業務として、同会には事務局長も参加するものとする。 

⑴ 専務理事 1 名 

⑵ 常務理事 4 名以内 

 

(権 限） 

第２８条 理事会は、次に掲げる職務を行う。  

⑴ 当法人の業務執行の決定     

⑵ 理事の職務の執行の監督 

    ⑶ 会長、副会長、専務理事及び常務理事の選定及び解職 

   ２ 理事会は、次に掲げる事項その他重要な業務執行の決定を理事に委任すること

ができない。 

    ⑴ 重要な財産の処分及び譲受け 

    ⑵ 多額の借財 

    ⑶ 重要な使用人の選任及び解雇 
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    ⑷ 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

    ⑸ 理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、そ

の他一般社団法人の業務の適性を確保するために必要なものとして法務省令で

定める体制の整備 

    ⑹ 第２１条第１項の責任の免除及び同条第２項の責任限定契約の締結 

 

(招 集） 

第２９条 理事会は、会長がこれを招集する。会長が欠けたとき又は会長に事故若しくは支

障があるときは、副会長がこれを招集する。 

   ２ 会長以外の理事は、会長に対して、理事会の目的である事項を示して、理事会の

招集を請求することができる。 

   ３ 監事は第２２条第１項第３号の報告をするために必要があると認めるときは、

会長に対し、理事会の招集を請求することができる。 

   ４ 理事会を招集するときは、会日の１週間前までに各理事及び各監事に対して、そ

の会議に付議すべき事項、日時及び場所を記載した書面または電磁的記録の方法

にて通知しなければならない。ただし、緊急の場合にはこれを短縮することができ

る。 

   ５ 前１項の規定にかかわらず、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集手続

を経ることなく理事会を開催することができる。 

 

(議 長） 

第３０条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。 

ただし、会長に事故若しくは支障があるときは、副会長がこれに代わるものとす

る。 

 

(理事会の決議） 

第３１条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。 

   ２ 前項の規定にかかわらず、法人法第９６条の要件を満たしたときは、理事会の決

議があったものとみなす。 

  

(報告の省略） 

第３２条 理事または監事が、理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通

知したときは、当該事項を理事会へ報告することを要しない。 

   ２ 前項の規定は、第２１条第５項の規定に基づく会長及び専務理事による理事会

の報告には適用しない。 
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(理事会議事録） 

第３３条 理事会の議事については、法令に定める事項を記載した議事録を作成しなけれ

ばならない。 

   ２ 前項の議事録には、議長及び出席した理事の中から議長が指名した者がこれに

記名押印しなければならない。 

   ３ 前項の規定にかかわらず、会長を選定した理事会の議事録には、出席した理事全

員も記名押印する。 

第６章 委員会 

（委員会の設置） 

第３４条 本協会には次の専門委員会を置き、常務理事の所属する部がこれを管轄する。 

    ⑴ 総務委員会（総務部） 

    ⑵ 財務委員会（総務部） 

    ⑶ 事業委員会（総務部） 

    ⑷ 規律委員会（総務部） 

    ⑸ 裁定委員会（総務部） 

    ⑹ 競技会委員会（競技部） 

    ⑺ 審判委員会（競技部） 

    ⑻ ＴО委員会（競技部） 

    ⑼ 強化・ＤＣ委員会（競技部） 

    ⑽ 指導者養成委員会（競技部） 

 

第１節 総務委員会 

（目的） 

第３５条 本委員会は、本協会の組織を円滑に運営し、関係団体との連携を図り、バスケッ

トボールの普及・振興に寄与する。 

 

（活動） 

第３６条 本委員会は、前条を達成するために次の活動を行う。 

⑴ 登録に関すること 

⑵ 表彰に関すること 

⑶ 行事企画運営に関すること（新年会・祝賀会等） 

 

（構成） 

第３７条 本委員会は、以下の各カテゴリーからの委員をもって構成する。 

    ⑴ （一社）熊本県バスケットボール協会Ｕ１２部会 

    ⑵ （一社）熊本県バスケットボール協会Ｕ１５部会 
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    ⑶ （一社）熊本県バスケットボール協会Ｕ１８部会 

    ⑷ （一社）熊本県バスケットボール協会一般 

 

（委員） 

第３８条 本委員会には次の委員を置く。 

⑴ 委員長 

   ⑵ 副委員長 

   ⑶ 委員 各カテゴリー委員 

   ２ 委員は委員会を組織し、委員会の業務を審議決定し、これを執行する。 

３ 委員長は、本委員会役員とし、理事会で決定する。 

   ４ 副委員長は、委員長が委嘱する。 

   ５ 委員長は、本委員会を代表し、副委員長は委員長を補佐し委員長に事故があると

き、その職務を代行する。 

   ６ 委員の任期は１期 2年とする。 

 

（会議） 

第３９条 本委員会の会議は、第３５条を達成するために必要に応じて会長又は委員長が

招集する。 

 

第２節 財務委員会 

（目的） 

第４０条 本委員会は、事務局と連携し本協会の財務に関する一切の事項についての業務

を取り扱う。 

 

（活動） 

第４１条 本委員会は、前条を達成するために次の活動を行う。 

⑴ 予算編成 

⑵ 決算報告 

⑶ 広告料・寄付に伴う協定書等の発出 

⑷ 本協会主管大会の入場料収入等の財務関係業務 

⑸ その他、財務関係に関する業務 

 

（構成） 

第４２条 本委員会は、各カテゴリーからの委員をもって構成する。 
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（委員） 

第４３条 本委員会には次の委員を置く。 

⑴ 委員長 

   ⑵ 副委員長 

   ⑶ 委員 

   ２ 委員は本委員会を組織し、本委員会の業務を審議決定し、これを執行する。 

３ 委員長は、本協会役員とし、理事会で決定する。  

   ４ 副委員長は、委員長が委嘱する。 

   ５ 委員長は、本委員会を代表し、副委員長は委員長を補佐し委員長に事故があると

き、その職務を代行する。 

   ６ 委員の任期は１期 2年とする。 

 

（会議） 

第４４条 本委員会の会議は、第４０条を達成するために必要に応じて会長又は委員長が

招集する。 

 

第３節 事業委員会 

（目的） 

第４５条 本委員会は、本協会が主催、主管する事業を円滑に運営し、バスケットボールの

普及を図る。 

２ 本委員会は、本協会の広報活動を通して情報を発信し、バスケットボールの普及

を図る。 

 

（活動） 

第４６条 本委員会は、前条を達成するために次の活動を行う。 

⑴ 本協会が主催、主管する事業を統括、運営する。 

⑵ ホームページを管理し、情報の発信を行う。 

⑶ その他、必要に応じて事業、広報に関わる活動を行う。 

 

（構成） 

第４７条 本委員会は、本協会会長の委嘱する本協会役員・非役員をもって構成する。 

 

（委員） 

第４８条 本委員会には次の委員を置く。 

⑴ 委員長 

⑵ 副委員長 
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⑶ 委員 

   ２ 委員は本委員会を組織し、本委員会の業務を審議決定し、これを執行する。 

３ 委員長は、本協会役員とし、理事会で決定する。  

   ４ 副委員長は、委員長が委嘱する。 

   ５ 委員長は、本委員会を代表し、副委員長は委員長を補佐し委員長に事故があると

き、その職務を代行する。 

   ６ 委員の任期は 1期 2年とする。 

 

（会議） 

第４９条 本委員会の会議は、第４５条を達成するために必要に応じて会長又は委員長が

招集する。 

 

第４節 規律委員会 

（目的） 

第５０条 本協会は、次条以下に定める規律を円滑に行うため、本委員会を設置する。 

 

（活動） 

第５１条 本委員会は、前条を達成するために次の活動を行う。 

① 諸規程に関すること 

② 競技会運営での違反行為等に関すること 

③ その他 

 

（組織および委員） 

第５２条  規律委員会は、委員長および若干名の規律委員をもって構成する。 

２ 委員長および規律委員は、バスケットボールに関する経験と知識を有し、または

学識経験を有する者で、公正な判断をすることができる者のうちから、理事会の議

決を得る。 

３  規律委員会の手続きの対象事案に何らかの形で関与したことがある規律委員お

よび当該事案に利害関係を有する規律委員は、当該事案に関して規律委員として

手続きに加わることができない。 

 

（委員の任期） 

第５３条 委員長および規律委員の任期は 1期２年とし、再任を妨げない。 

２ 補欠または増員により選定された規律委員の任期は、前任者または現任者の残

任期間とする。 

３ 規律委員は、その任期満了後においても後任者が就任するまでは、なおその職務
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を行わなければならない。 

 

（委員長・招集・議長） 

第５４条 委員長は理事会で決定する。 

２ 規律委員会は、以下の場合に委員長が招集する。 

⑴ 専務理事からの付託があったとき 

⑵ その他、委員長が必要と認めるとき 

３ 規律委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

４ 規律委員会の議事は多数決をもって行う。 

５ 委員長に事故ある場合は、規律委員のうちから予め互選された者が、その職務を

代行する。 

第５節 裁定委員会 

 

（目 的）      

第５５条 本協会は、次条以下に定める裁定および和解あっせん等を行うため、本委員会を

設置する。 

                         

〔組織および委員〕 

第５６条  裁定委員会は、委員長および裁定委員をもって構成する。 

２ 裁定委員は、バスケットボールに関する経験と知識を有し、または学識経験を有

する者で、公正な判断をすることができる者のうちから、理事会の議決を得る。 

３  裁定委員会の手続きの対象事案に何らかの形で関与したことがある裁定委員お

よび当該事案に利害関係を有する裁定委員は、当該事案に関して裁定委員として

手続きに加わることができない。 

４ 前項等により、裁定委員が２名以下になったときには、第２項の手続きに則り、

臨時に裁定委員を任命する。 

 

（裁定委員の任期） 

第５７条 委員長および裁定委員の任期は 1期２年とし、再任を妨げない。 

２ 補欠または増員により選定された裁定委員の任期は、前任者または現任者の残

任期間とする。 

３ 裁定委員は、その任期満了後においても後任者が就任するまでは、なおその職務

を行わなければならない。 

 

（委員長・招集・議長） 

第５８条 委員長は、理事会で決定する。 
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２ 裁定委員会は、以下の場合に委員長が招集する。 

⑴ 理事会または会長からの付託があったとき 

⑵ その他、委員長が必要と認めたとき 

３ 裁定委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

４ 裁定委員会は、裁定委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、また議決する

ことができない。 

５ 裁定委員会の議事は出席者の過半数をもって決定する。可否同数の場合は委員

長の決するところによる。 

６ 委員長に事故ある場合は、裁定委員のうちから互選された者が、その職務を代行

する。 

 

（所管事項）                     

第５７条 裁定委員会は、第１８２条に定める個人による第１８３条の遵守事項に違反す

る事実（競技および競技会に関するものを除く）について調査、事実認定を行い、懲

罰意見を記載した懲罰案を作成し、これを理事会に答申する。 

２ 裁定委員会は、倫理規程第２条に定める個人に関連する次の各号の紛争について、

当該個人の申立てに基づき和解をあっせんするものとする。 

⑴ 契約、所属または移籍に関する紛争 

⑵ 倫理規程または本規程等に関する権利・義務に関わる紛争 

⑶ バスケットボールに関連した紛争 

 

第６節 競技会委員会 

（目的） 

第５８条 本委員会は、競技会の運営に関係する委員会と協力し、円滑かつ公平な競技運営

並びに競技の向上を図ること。 

 

（活動） 

第５９条 本委員会は前条を達成するために次の活動を行う。 

⑴ チーム登録及び競技者登録に関すること  

⑵ 本協会が主催・主管する事業を計画・開催すること 

⑶ その他、前条の目的のために必要な事柄について審議・決議すること  

（構成） 

第６０条 本委員会は、各カテゴリーからの委員をもって構成する。 

 

（委員） 

第６１条 本委員会には次の委員を置く。 
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⑴ 委員長 

⑵ 副委員長 

⑶ 各カテゴリー委員 

      ２ 委員は本委員会を組織し、本委員会の業務を審議決定し、これを執行する。 

   ３ 委員長は、本協会役員とし、理事会で決定する。 

   ４ 副委員長は、委員長が委嘱する 

   ５ 委員長は、本委員会を代表し、副委員長は委員長を補佐し委員長に事故があると

き、その職務を代行する。 

   ６ 委員の任期は１期 2年とする。 

 

（会議） 

第６２条 本委員会の会議は、第５８条を達成するために必要に応じて会長又は委員長が

招集する。 

 

第７節 審判委員会 

(目的) 

第６３条 本委員会は、審判技術向上・育成・普及発展を図る。 

(活動) 

第６４条 本委員会は前条を達成するために次の活動を行う。 

⑴ 各種競技大会の審判活動 

⑵ 技術向上・育成・普及発展を目的とした講習会活動 

⑶ 審判資格取得を目的とした講習会活動 

⑷ 委員会の目的を達成する必要な活動 

 

(構成) 

第６５条 本委員会は、各カテゴリーからの委員をもって構成する。 

審判委員長━審判インストラクター委員、専務理事、常務理事 

┣副審判委員長 

┣Ｕ１２・Ｕ１５・Ｕ１８・一般 

┗事務局 

任期末の審判委員会で決定する。 

 

(委員)                  

第６６条 本委員会には次の委員を置く。 

⑴ 委員長  

全ての委員会の統括とする。 
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⑵ 副委員長  

委員長の補佐とする。 

⑶ 審判インストラクター委員 

審判育成のための助言、指導をする。 

⑷ 各カテゴリー委員 

カテゴリー毎の事業に関する統括をする。 

⑸ 事務局 

会計業務、事業計画、決算、予算編成の決定をする。 

２ 委員は本委員会を組織し、本委員会の業務を審議決定し、これを執行する。 

３ 委員長は、本協会役員とし、理事会で決定する。 

４ 副委員長は、委員長が委嘱する。 

５ 委員長は、本委員会を代表し、副委員長は委員長を補佐し委員長に事故がある時、 

その職務を代行する。 

６  委員の任期は 1期 2年とする。 

７ 派遣の決定については、本委員会で協議の上、委員長が決定する。 

 

(会議) 

第６７条 本委員会の会議は、第６３条を達成するために、年に４回、定期会議を実施する

とともに、必要に応じて会長又は委員長が招集する。 

 

第８節 ＴО委員会 

（目的） 

第６８条 本委員会は、ＴＯ及びスタッツ技術向上・育成・普及発展を図る。 

 

（活動） 

第６９条 本委員会は前条を達成するために活動計画を作成し次の活動を行う。 

⑴ 各種競技大会のＴＯ及びスタッツ活動 

⑵ 技術向上・育成・普及発展を目的とした講習会活動 

⑶ ＴＯ資格取得を目的とした講習会活動 

⑷ 委員会の目的を達成する必要な活動 

 

（構成） 

第７０条 本委員会は、各カテゴリーからの委員をもって構成する。 

ＴＯ委員長━ＴＯ員審査会、専務理事、常務理事 

┣副委員長 

┣Ｕ１２・Ｕ１５・Ｕ１８・一般 
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┗事務局 

   任期末のＴＯ委員会で決定する。 

 

（委員） 

第７１条 本委員会には次の委員を置く。 

⑴ 委員長 

全ての委員会の統括とする。 

⑵ 副委員長 

  委員長の補佐とする。 

⑶ ＴＯ委員 

  ＴＯ及びスタッツ育成のための助言、指導をする。 

⑷ 各カテゴリー委員 

  カテゴリー毎の事業に関する統括をする。 

⑸ 事務局 

  会計業務、事業計画、決算、予算編成の決定をする。 

２ 委員は本委員会を組織し、委員会の業務を審議決定し、これを執行する。 

   ３ 委員長は、本協会役員とし、理事会で決定する。 

   ４ 副委員長は、委員長が委嘱する 

   ５ 委員長は、本委員会を代表し、副委員長は委員長を補佐し委員長に事故があると

き、その職務を代行する。  

６ 委員の任期は１期 2年とする。 

７ 派遣の決定については、本委員会で協議の上、委員長が決定する。 

 

（会議） 

第７２条 本委員会の会議は、第６８条を達成するために、年に４回、定期会議を実施する

とともに、必要に応じて会長又は委員長が招集する。 

 

第９節 強化・ＤＣ委員会 

（目的） 

第７３条 本委員会は、本協会のスポーツ水準の向上と、国民体育大会に参加する選手の育

成についての方策を企画立案するとともに、その実現に協力することを目的とす

る。 

（活動） 

第７４条 本委員会は前条を達成するために次の活動を行う。 

⑴ 選手強化計画の総合的方策に関すること 

⑵ 選手強化・普及の助成に関すること 
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⑶ コーチ指導力の強化に関すること  

  

（構成） 

第７５条 本委員会は、各カテゴリーからの委員をもって構成する。 

 

（委員） 

第７６条 本委員会には次の委員を置く。 

    ⑴ 委員長 

⑵ 副委員長 

⑶ 各カテゴリー委員 

      ２ 委員は本委員会を組織し、本委員会の業務を審議決定し、これを執行する。 

   ３ 委員長は、本協会役員とし、理事会で決定する。 

   ４ 副委員長は、委員長が委嘱する 

   ５ 委員長は、本委員会を代表し、副委員長は委員長を補佐し委員長に事故があると

き、その職務を代行する。 

   ６ 委員の任期は１期 2年とする。 

 

（会議） 

第７７条 本委員会の会議は、第７３条を達成するために、年に４回、定期会議を実施する

とともに、必要に応じて会長又は委員長が招集する。  

２ 専務理事は会議に同席するものとする。 

 

第１０節 指導者養成委員会 

(目的) 

第７８条 本委員会は、指導者の指導力向上・育成・普及発展を図る。 

 

(活動) 

第７９条 本委員会は前条を達成するために次の活動を行う。 

⑴ 指導力向上・養成・普及発展を目的とした講習会・研修会の計画及び活動 

⑵ コーチライセンス資格取得を目的とした講習会活動 

⑶ 本委員会の目的を達成する必要な活動 

 

(構成) 

第８０条 本委員会は、各カテゴリーからの委員をもって構成する。 

指導者養成委員長━専務理事、常務理事 

┣副委員長 
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┣Ｕ１２・Ｕ１５・Ｕ１８・一般 

┣コーチデベロッパー・キッズサポーター・キッズサポートマスター 

┗事務局 

任期末の指導者養成委員会で決定する。 

 

(委員)  

第８１条 本委員会には次の委員を置く。 

⑴ 委員長 

全ての委員会の統括とする。 

⑵ 副委員長 

  委員長の補佐とする。 

⑶ 各カテゴリー委員 

    カテゴリー毎の事業に関する統括をする。 

⑷ 事務局 

会計業務、事業計画、決算、予算編成の決定をする。 

２ 委員は本委員会を組織し、委員会の業務を審議決定し、これを執行する。 

３ 委員長は、本協会役員とし、理事会で決定する。 

４ 副委員長は、委員長が委嘱する。 

５ 委員長は、本委員会を代表し、副委員長は委員長を補佐し委員長に事故があると

き、その職務を代行する。 

６ 委員の任期は 1期 2年とする。 

７ 派遣の決定については、委員会で協議の上、委員長が決定する。 

 

(会議) 

第８２条 本委員会の会議は、第７８条を達成するために必要に応じて会長又は委員長が

招集する。 

 

第７章 名誉役員 

（目的） 

第８３条 本規定は、本協会の定款第３７条に基づき、名誉役員に関する事項について定

める。 

 

（名誉役員） 

第８４条 本協会に若干名の名誉役員を置くことができる。 

２ 名誉役員は、名誉会長、特別顧問、顧問及び参与とする。 

３ 名誉役員は、理事会の決議を経る。 
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（推薦要件） 

第８５条 名誉役員の推薦要件は、次の各号に定めるところによる。 

⑴ 名誉会長 

会長を務めた者 

    ⑵ 特別顧問 

会長を務めた者 

⑶ 顧問 

会長、副会長、専務理事、常務理事を執務した者 

    ⑷ 参与 

理事を 10年以上執務した者 

  

（定員、任期及び定年） 

第８６条 名誉役員の定員、任期及び定年は、次の各号に定めるところによる。 

⑴ 名誉会長 

定員は 1名とする。 

⑵ 特別顧問 

定員は 2名以内とする。 

⑶ 顧問 

定員は定めない。任期は原則として就任後 10年とする。 

⑷ 参与 

定員は定めない。任期は原則として就任後 10年とする。 

 

第８章 事務局 

（目的） 

第８７条 本節の規定は、本協会の定款第 42条の規定に基づき、事務局の円滑な運営を図

るために、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（職員） 

第８８条 本協会では、事務局に次の職員を置く。 

    ⑴ 事務局長   1名 

    ⑵ 事務局次長  1名 

    ⑶ その他の職員 若干名 

 

（任免） 

第８９条 事務局職員は、会長が任免する。 
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（職員の職責） 

第９０条 事務局長は、会長の命を受けて事務局の業務を総括し、職員を指揮、監督する。 

２ 事務局次長は、上司の命を受けて事務局の事務を処理し、事務局長の補佐をする。 

３ その他職員は、上司の命を受けて事務に従事する。  

４ 本規定に定めのない事項は、「事務局職員服務規程」で定める。 

 

（給 与） 

第９１条 職員の給与は、理事会に諮って会長が定める。 

  

（専務理事の専決） 

第９２条 専務理事の専決事項は、次のとおりとする。 

    ⑴ 重要な事項に関する報告、通達、副申に関すること 

    ⑵ 事務局長の服務に関すること 

    ⑶ 予算の執行及び流用に関すること 

    ⑷ その他緊急に処理を必要とする件に関すること 

  

（事務局長の専決） 

第９３条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。 

    ⑴ 本協会会計規程に定める財務、会計事務処理に関すること 

    ⑵ 5万円未満の支出命令に関すること 

    ⑶ 一般の事項に関する報告、進達に関すること 

    ⑷ その他一般事務に関すること 

 

（代 決） 

第９４条 専務理事に事故がある場合は、あらかじめ専務理事が指名する常務理事が代決

し、速やかに専務理事の後閲を受けなければならない。 

 

（備付簿冊） 

第９５条 事務局には、次の簿冊（以下あわせて「文書」という。）を備え付けなければな

らない。 

    ⑴ 文書受付発信簿 

    ⑵ 会議議事録 

    ⑶ 予算書 

    ⑷ 現金出納簿 

    ⑸ 備品台帳 

    ⑹ その他必要と認める簿冊 
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（文書の処理） 

第９６条 文書は職員が受付け、速やかに起案その他必要な措置を執らなければならない。 

２ 文書の番号は、毎年 4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（文書の保存） 

第９７条 文書は、毎年度別に編纂し、10年を保存するものとする。 

 

（変 更） 

第９８条 本節の規定を変更するには、理事会の同意を経なければならない。 

 

（その他） 

第９９条 本節の規定に定めるもののほか、事務局運営に必要な事項は、理事会の同意を経

て会長が別に定める。 

 

第３編 役員候補者選考 

（目的） 

第１００条 本章の規定は、本協会を構成する役員の選任にあたり、役員候補者を選考す

る諸手続について定める。 

 

（会長候補者選考委員会の設置） 

第１０１条 本協会は、会長の任期満了または辞任に伴う次期会長候補者の選考にあた

り、会長候補者選考委員会（以下「会長選考委員会」という）を設置する。 

２ 会長選考委員会は、次期会長の選任時まで存続するものとする。 

３ 会長選考委員会の委員は次の各号のとおりとし、理事会において選定する。 

⑴ 副会長代表者 1名 

⑵ 専務理事 1名 

⑶ 常務理事代表者 1名 

⑷ 本協会に所属する社員 4名以内（U12・U15・U18・一般より） 

⑸ 本協会社会人バスケットボール連盟 1名 

⑹ 本協会キッズバスケットボール連盟 1名 

⑺ 監事代表者 1名 

⑻ 事務局長  1名 

４ 会長選考委員会には、委員の互選により、委員長を置く。 

 

（会長候補者選考委員会の開催） 

第１０２条 会長選考委員会は、その発足後速やかに開催するものとし、以後、第１０４

条に定める理事会への答申を行うために必要に応じて適宜開催するものとする。 
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２ 会長選考委員会は委員長が招集する。ただし、委員の任命後最初の会議は会長

が招集し、また、他の委員が招集することを妨げない。 

３ 会長選考委員会の議長は、委員長がこれにあたる。ただし、委員長に事故ある

ときまたはやむを得ない事由により委員長が欠席する場合は、出席委員の互選に

よりこれを定める。 

４ 会長選考委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開き、議決する

ことはできない。 

５ 会長選考委員会への代理出席および書面による委任は、いずれも認めない。 

 

（会長候補者の選考基準） 

第１０３条 会長選考委員会は、次の各号の会長選考基準に基づき、会長候補者を選考し

なければならない。 

⑴ 会長は、就任時においてその年齢が 75歳未満であること 

⑵ 本協会の設立趣旨、理念および活動方針について深い見識を有し、それらの

推進に相応しい人格を有すること 

⑶ 企業経営全般、法律、会計、財務、国際情勢、スポーツまたはバスケットボ

ールの分野において、専門的な知識または経験を有していること 

⑷ 健康であり、業務に支障がないこと 

⑸ 遵法精神に富んでいること 

⑹ 定時理事会に、原則として出席できる見通しがあること 

 

（会長候補者の決定） 

第１０４条 会長選考委員会は、会長の任期満了に伴う次期会長候補者選考の場合、会長

の任期満了日の属する月の 3ケ月前の月の末日までに会長候補者 1名を決定し、

理事会に答申する。 

２ 会長選考委員会は、会長の辞任に伴う次期会長候補者選考の場合、理事会にお

いて別に定める期日までに会長候補者 1名を決定し、理事会に答申する。 

３ 会長候補者の決定は、出席した委員の過半数の議決をもってこれを行う。否決

された場合は、いずれかの委員が新たな候補者を推薦し、当該委員は、当該会長

候補者につき議決を行う。 

４ 委員が会長候補者となる場合には、当該委員は、当該会長候補者に関する決議

には参加できず、その場合、当該委員は当該議案に関する定足数から除かれるも

のとする。 

 

（副会長候補者選考委員会の設置） 

第１０５条 本協会は、副会長の任期満了または辞任に伴う次期副会長候補者の選考にあ



25 

たり、副会長候補者選考委員会（以下「副会長選考委員会」という）を設置す

る。 

２ 副会長選考委員会は、次期副会長の選任時まで存続するものとする。 

３ 副会長選考委員会の委員は次の各号のとおりとし、理事会において選定する。 

⑴ 会長 1名 

⑵ 専務理事 1名 

⑶ 常務理事代表者 1名 

⑷ 本協会に所属する社員 4名以内（U12・U15・U18・一般より） 

⑸ 本協会社会人バスケットボール連盟 1名 

⑹ 本協会キッズバスケットボール連盟 1名 

⑺ 監事代表者 1名 

⑻ 事務局長  1名 

４ 副会長選考委員会には、委員の互選により、委員長を置く。 

 

（副会長候補者選考委員会の開催） 

第１０６条 副会長選考委員会は、その発足後速やかに開催するものとし、以後、第１０８

条に定める理事会への答申を行うために必要に応じて適宜開催するものとする。 

２ 副会長選考委員会は委員長が招集する。ただし、他の委員が招集することを妨げ

ない。 

   ３ 副会長選考委員会の議長は、委員長がこれにあたる。ただし、委員長に事故あ 

るときまたはやむを得ない事由により委員長が欠席する場合は、出席委員の互選 

によりこれを定める。 

４ 副会長選考委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開き、議決する

ことはできない。 

５ 副会長選考委員会への代理出席および書面による委任は、いずれも認めない。 

 

（副会長候補者の選考基準）  

第１０７条 副会長選考委員会は、次の各号の副会長選考基準に基づき、副会長候補者を選

考しなければならない。 

⑴ 副会長は、就任時においてその年齢が 70歳未満であること 

⑵ 本協会の設立趣旨、理念および活動方針について深い見識を有し、それらの

推進に相応しい人格を有すること 

⑶ 企業経営全般、法律、会計、財務、国際情勢、スポーツまたはバスケットボ

ールの分野において、専門的な知識または経験を有していること 

⑷ 健康であり、業務に支障がないこと 

⑸ 遵法精神に富んでいること 
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⑹ 定時理事会に、原則として出席できる見通しがあること 

 

（副会長候補者の決定） 

第１０８条 副会長選考委員会は、副会長の改選を行う定時社員総会に付議する議案を

決定する理事会の開催前に副会長候補者を決定し、理事会に答申する。 

２ 副会長候補者には、本協会に属する者から選出する。 

３ 副会長候補者の決定は、委員長の推薦に基づき、出席した委員の過半数の決

議をもってこれを行う。否決された場合は、いずれかの委員が新たな候補者を

推薦し、当該候補者につき議決を行う。 

４ 委員が副会長候補者となる場合には、当該委員は、当該副会長候補者に関す

る決議には参加できず、その場合、当該委員は当該議案に関する定足数から除

かれるものとする。 

 

（会長・副会長を除く役員・監事の候補者選考） 

第１０９条 会長・副会長を除く役員・監事の候補者は、執行部会で選考することとす 

る。 

 

（会長・副会長を除く役員・監事の選考基準） 

第１１０条 執行部会は、次の各号の選考基準に基づき候補者を選考しなければならな

い。 

⑴ 就任時においてその年齢が 70歳未満であること 

⑵ 本協会の設立趣旨、理念および活動方針について深い見識を有し、それらの

推進に相応しい人格を有すること 

⑶ 企業経営全般、法律、会計、財務、国際情勢、スポーツまたはバスケットボ

ールの分野において、専門的な知識または経験を有していること 

⑷ 健康であり、業務に支障がないこと 

⑸ 遵法精神に富んでいること 

⑹ 定時理事会に、原則として出席できる見通しがあること 

 

（会長・副会長を除く役員・監事の候補者の決定） 

第１１１条 候補者の改選を行う定時社員総会に付議する議案を決定する理事会の開催前

に候補者を決定し、理事会に答申する。 

２ 候補者には本協会に属する者から選出する。 
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（特例措置） 

第１１２条 本篇第１０３条第 1号（会長の就任時の年齢制限）については、理事会の総意

に基づき、特例として、令和６年６月社員総会にて就任する会長には適用しない 

      

 

第４編 本協会加盟・登録・移籍等 

 

（目的） 

第１１３条 本章の規定は、本協会に加盟・登録する手続などを定めることを目的とする。  

         

（定義） 

第１１４条 本章において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 加盟とはチームが本会に加盟を完了することをいう。 

⑵ 登録とは競技者が本会に登録を完了することをいう。 

⑶ 加盟チームとは本会に加盟が完了しているチームをいう。 

⑷ 登録競技者とは本会に登録が完了している競技者をいう。 

⑸ 年度とは、毎年 4月 1日から、翌年 3月 31日までのことをいう。 

⑹ 移籍とは、競技者が同年度内所属チームを変更することをいう。 

 

（加盟・登録の義務） 

第１１５条 バスケットボール競技を行うチーム及び競技者は、この規程に基づき、毎年 

度本協会に加盟・登録しなければならない。ただし、年度をまたぐ大会につい 

てはこの限りではない。 

２ 加盟・登録されていないチーム及び競技者は本協会及び加盟団体等が主催又は

主管する大会等に参加することはできない。 

 

（チームの種別） 

第１１６条 加盟チームの種別は、次のとおりとする。 

   ⑴ 一般 一般社団法人日本社会人バスケットボール連盟に所属しているチーム 

   ⑵ 大学 全日本大学バスケットボール連盟に所属しているチーム（大学生） 

   ⑶ 高専 （社）全国高等専門学校体育協会バスケットボール専門部に属しているチ

ーム（高等専門学校生） 

   ⑷ 専門校 全国専門学校バスケットボール連盟に所属しているチーム（専門学校生） 

      ⑸  U18 （財）全国高等学校体育連盟に所属しているチーム（高校生） 

      ⑹  U15  日本バスケットボール協会に所属しているチーム（中学生） 
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      ⑺ U12 日本バスケットボール協会に所属しているチーム（小学校６年生以下） 

      ⑻ キッズ 熊本県ｷｯｽﾞﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ連盟に所属しているチーム（小学校３年生以下） 

      ⑼ Bリーグ 公益社団法人ジャパンプロフェッショナルバスケットボールリーグに

所属しているチーム 

       ⑽ その他  前各号に該当しないチーム 

 

（加盟チーム及び登録競技者の権利） 

第１１７条 加盟チーム及び登録競技者は、本規定に示す範囲において、本協会主催・共

催大会及びこれに準ずる大会等に参加する権利を有する。 

 

（加盟料・登録料） 

第１１８条 加盟チームは、各年度に定められたチーム加盟料・競技者登録料を指定する

期日までに納入しなければならない。 

⑴ 一般   チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

⑵ 大学   チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

⑶ 高専   チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

⑷ 専門校  チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

⑸ U18   チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

⑹ U15   チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

⑺ U12   チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

⑻ キッズ  チーム加盟料 ・競技者登録料×競技者数 

⑼ Bリーグ チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

⑽ その他  チーム加盟料 ・ 競技者登録料×競技者数 

  ２ チーム加盟料・競技者登録料は、別紙 1「チーム加盟料・競技者登録料一覧（単位：

円）」のとおりである。 

 

（二重登録の禁止） 

第１１９条 競技者の登録は一人 1チームとし二重登録は認めない。 

２ 各チームの加盟登録責任者は、競技者から登録承諾をとり、該当競技者を登録し

なければならない。 

 

（加盟・登録の手続） 

第１２０条 加盟・登録しようとするチーム及び競技者は、毎年 5月末までに加盟・登録の

手続を完了しなければならない。 

ただし、手続完了チームにおいて、U12、U15 及び U18 等の競技者のうち新規

（追加）で登録する競技者については、この限りではない。 
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２ 登録証は、日本協会が発行する。 

３ 登録競技者は、大会等において登録証を携帯し、主催者又は主管者から提示を求

められた際には提示しなければならない。 

４ 毎年 6月以降、新しく結成しようとするチーム及び登録しようとする競技者は、

第１０７条１項にもとづき本会に追加で加盟・登録することができる。 

ただし、U12、 U15及び U18については各カテゴリー規程に定めるとおりとする。 

 

（加盟・登録の変更） 

第１２１条 登録競技者が移籍を希望する場合、登録競技者は現所属チームの同意を得て、

新所属チームに遅延なく登録を完了しなければならない。これらの変更の効力

は、本協会の承諾の日をもって発生する。 

２ 本協会が必要と認めた場合は、旧所属チームは登録競技者の依頼により、移籍同

意書を発行しなければならない。 

 

（加盟・登録の取消） 

第１２２条 加盟チーム及び登録競技者は所定の手続により、その取消が認められる。この

効力は本協会の承認を持って発生する。ただし、既に納入した加盟料･登録料は

返納しない。 

２ 加盟・登録に関する審査は本規定に基づいて本協会が行い、日本協会の承認を得

るものとする。  

 

（移籍） 

第１２３条 Ｕ１２カテゴリー、Ｕ１５カテゴリー、Ｕ１８カテゴリーの移籍の運用につい

ては、公益財団法人日本バスケットボール協会（以下「ＪＢＡ」という。）の各カ

テゴリー移籍運用細則を準用する。 

 

（その他） 

第１２４条 本規定に定めていない事項または疑義、紛争が生じた場合は、本協会で審議を

行い処理する。 

（懲罰） 

第１２５条 本編の規定に違反した加盟チーム及び登録競技者が生じた場合は、本会で審 

議し処罰することができる。 

２  前項の処罰に関しては、裁定委員会で協議し、理事会で決定する。 

 

  

第５編 計算等 



30 

 

第１章 会計 

第１節 総則 

（目的） 

第１２６条 本章は、本協会における会計処理に関する基本を定めたものであり、財務及び

会計のすべての状況について、それぞれの内容を正確かつ迅速に把握し、当協会

の財務内容の透明化、事業の効率化を図ることを目的とする。 

 

（会計の原則） 

第１２７条 本協会の会計は、法令、定款及び本規程の定めによるほか、一般に公正妥当と

認められる法人の会計の慣行に準拠して処理されなければならない。 

 

（会計年度） 

第１２８条 本協会の会計年度は、定款の定めに従い、毎年 4月 1日から翌年 3月 31日ま

でとする。 

 

（経理責任者） 

第１２９条 本協会の経理責任者は、事務局長とする。 

 

（帳簿書類の保存・処分） 

第１３０条 帳簿等の保存期間は、次のとおりとし、会計年度終了日の翌日から起算する。 

⑴ 貸借対照表（貸借対照表内訳表を含む。以下同じ。） 10年 

    ⑵ 正味財産増減計算書（正味財産増減計算書内訳表を含む。以下同じ。） 10年 

    ⑶ 附属明細書 10年 

⑷ 財産目録 10年 

⑸ 収支計算書 10年 

⑹ 収支予算書 10年 

⑺ 会計帳簿 10年 

⑻ 会計伝票及び信憑書類 10年 

⑼ その他の書類 5年 

（運用） 

第１３１条 本規程にない会計処理については、別に定めるものを除き、事務局長の決裁を

経て行うものとする。 

２ 本章の運用に関する指示は、事務局長が行うものとする。 

 

（本節の改廃） 
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第１３２条 本節の改廃は、事務局長の上申に基づき理事会の決議を経て行うものとする。 

 

第２節 勘定科目及び帳簿組織 

（勘定科目の設定） 

第１３３条 本協会の財政状態、正味財産増減及び資金収支の状況を的確に把握するため

に必要な勘定科目を設ける。 

 

（会計帳簿） 

第１３４条 会計帳簿は、次のとおりとする。 

    ⑴ 主要簿 

     ① 仕訳帳 

     ② 総勘定元帳 

    ⑵ 補助簿 

     ① 現金出納帳 

     ② 預金出納帳 

     ③ 固定資産台帳 

     ④ その他必要な補助簿 

２ 仕訳帳は、会計伝票をもってこれに代える。 

３ 補助簿は、これを必要とする勘定科目について備え、会計伝票及び総勘定元帳と

有機的関連のもとに作成しなければならない。 

 

（帳簿の更新） 

第１３５条 会計帳簿は、会計年度ごとに更新する。 

 

第３節 収支予算（正味財産増減予算） 

 

（収支予算の目的） 

第１３６条 収支予算は、各会計年度の事業計画を明確な計数として損益計算ベースで表

示することにより、事業の効率的な運営を図ることを目的とする。 

 

 （収支予算書等） 

第１３７条 予算編成会議において、次に掲げる書類（以下、「収支予算書等」という。）を

毎会計年度開始の日の前日までに作成し、理事会の承認を受けて確定する。 

    ⑴ 収支予算書 

    ⑵資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 

２ 収支予算書等は、資金収支予算書と有機的関連のもと作成しなければならない。 
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３ 収支予算書は、一般正味財産増減の部及び指定正味財産増減の部に分け、更に一

般正味財産増減の部を経常増減の部及び計上外増減の部に区分するものとする。 

４ 収支予算書は、正味財産増減計算書に準ずる様式により作成するものとする。 

 

第４節 資金収支予算 

 

（資金収支予算の目的） 

第１３８条 資金収支予算は、各会計年度の事業計画を明確な計数として資金収支計算ベ

ースで表示し、権限と責任の範囲を明らかにし、かつ、資金収支予算と実績との

比較検討を通じて事業の円滑な運営を図ることを目的とする。 

 

（資金収支予算書） 

第１３９条 資金収支予算書は、毎会計年度開始の日の前日までに予算編成会議において

作成し、理事会の承認を得て確定する。 

２ 資金収支予算書を作成するに当たり、資金の範囲に含めるものは流動資産及び

流動負債とする。 

３ 資金収支予算書は、事業活動収支の部、投資活動収支の部及び財務活動収支の部

に区分するものとする。 

４ 収支予算書の様式については、「公益法人会計における内部管理事項について」

（平成 17 年 3 月 23 日 公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事

会申合せ）において示された様式を参考にして作成するものとする。 

 

（資金収支予算の執行） 

第１４０条 資金収支予算の執行者は、事務局長とする。 

２ 事務局長は、当該担当事業に関する資金収支予算の執行について、会長に対して

責任を負う。 

 

（科目間の流用） 

第１４１条 予算の執行に当たり、各科目間において相互に流用してはならない。 

ただし、専務理事が予算の執行上必要があると認めた場合には、各会計相互間

において流用することができる。 

 

（予備費の使用） 

第１４２条 予測しがたい支出予算の不足を補うため、支出予算に相当額の予備費を計上

することができる。 

２ 予備費を使用する場合は、事務局長は、使用の理由、使用金額及びその積算の基
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礎を明らかにして、予算編成会議の承認を得なければならない。 

 

（資金収支予算の補正） 

第１４３条 財務委員長は、やむを得ない理由により、資金収支予算の補正を必要とすると

きは、補正予算を編成して理事会に提出し、その承認を得なければならない。 

第５節 金 銭 

 

（金銭の範囲） 

第１４４条 本節において金銭とは、現金、預金及び振替貯金をいう。 

２ 現金とは、通貨、小切手、郵便為替証書、振替貯金払出証及び官公庁の支払通知

等直ちに現金化できるものをいう。 

３ 手形及びその他の有価証券は、金銭に準じて取り扱うものとする。 

 

（資金概算払及び前金払） 

第１４５条 事業運営上必要があるときは、決済を経て、資金概算払及び前金払をすること

ができる。 

 

（金銭の支払） 

第１４６条 金銭を支払うときは、最終受領者の署名又は記名押印のある領収書を受領し

なければならない。 

ただし、所定の領収書を受け取ることができない場合は、別に定める支払証明

書をもってこれに代えることができる。 

２ 金融機関での振込により支払う場合は、金融機関の振込依頼書を領収書に代え

ることができる。 

 

（手許現金） 

第１４７条 出納責任者は、日々の現金支払に充てるため、手許現金をおくことができる。 

２ 手許現金の額は、通常の所要額を勘案して、必要最少額にとどめるものとする。 

３ 事務局長が必要と認めた部署に、一定の責任者をおき、定額前渡制による小口現

金を設けて小口現金払いを行うことができる。 

 

（残高照合） 

第１４８条 出納責任者は、現金残高を毎日出納簿と照合しなければならない。 

２ 預貯金については、毎月月末にその残高を証明できる書類と帳簿残高を照合し

なければならない。 

３ 前２項の場合において、差額のあるときは、速やかに事務局長に報告し、その指
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示を受けるものとする。 

 

第６節 固定資産 

 

（固定資産の範囲） 

第１４９条 本節において固定資産とは、耐用年数が１年超で、かつ、取得価額が 10万円

以上の使用目的の資産をいい、次のとおり、特定資産及びその他固定資産と区別

する。 

⑴ 特定資産 

      特定の目的のために使途等に制約を課した資産をいう。 

⑵ その他固定資産 

      特定資産以外の固定資産をいい、例えば、以下の固定資産をいう。 

      建物（附属設備を含む。）、構築物、車両運搬具、什器備品、土地、建設仮勘定

（建設中又は製作中の有形固定資産）、特許権、著作権、借地権、施設利用権、

ソフトウェア、投資有価証券、敷金・保証金等 

 

（固定資産の取得価額） 

第１５０条 固定資産の取得価額は、次の各号による。 

    ⑴ 購入により取得した資産は、公正な取引に基づく購入価額にその付随費用を

加えた額 

⑵ 自己建設又は製作により取得した資産は、建設又は製作に要した費用の額 

⑶ 交換により取得した資産は、交換に際して提供した資産の帳簿価額 

    ⑷ 贈与により取得した資産は、その資産の時価等を基準とした公正な評価額 

 

（有形固定資産の改良と修繕） 

第１５１条 有形固定資産の価値を増加させ、又は耐用年数を延長するために要した金額

は、これを資本的支出としてその資産の価額に加算するものとする。 

２ 有形固形資産を原状に回復するために要した金額は修繕費とする。 

 

（固定資産の管理） 

第１５２条 固定資産について、固定資産台帳を設けて、固定資産の保全状況及び移動等に

ついて所要の記録を行い、固定資産を管理しなければならない。 

２ 固定資産に移動、毀損及び滅失があった場合は、固定資産管理者は、事務局長に

通知し、帳簿の整備を行わなければならない。 

 

 (減価償却) 
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第１５３条 固定資産の減価償却については、毎会計年度末に定額法によりこれを行う。 

２ 毎会計年度末に行われた減価償却費は直接法により処分するものとする。 

３ 減価償却資産の耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和 40

年大蔵省令第 15号、最終改正平成 22年３月財務省令第 20号）に定めるところに

よる。 

第７節 決 算 

（目的） 

第１５４条 決算は、１会計年度の会計記録を整理し、財政状態、正味財産増減及び資金収

支の状況を明らかにすることを目的とする。 

 

（決算整理事項） 

第１５５条 年度決算においては、通常の整理業務のほか、次の事項について計算を行うも

のとする。 

⑴ 減価償却費の計上 

⑵ 未収金、未払金、立替金、預り金、前払金、前受金等の計上 

⑶ 各種引当金の計上 

⑷ 流動資産、固定資産に実在性の確認、評価の適否 

⑸ 負債の実在性と簿外負債のないことの確認 

⑹ その他必要とされる事項の確認 

 

（重要な会計方針） 

第１５６条 本協会の重要な会計方針等は、次のとおりとする。 

⑴ 固定資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産 定額法 

      ②無形固定資産 定額法 

    ⑵ リース資産 

      ①所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

      ②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

２ 消費税の会計処理は、税込処理による。 

 

（財務書類） 

第１５７条 事務局長は、年度決算に必要な手続を行い、財務諸表（次の(1)から(3)の書類 

及び附属明細書並びに財産目録（以下、「財務諸表等」という。）を作成し、会長 

に報告しなければならない。 
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⑴ 貸借対照表 

⑵ 正味財産増減計算書 

⑶ 附属明細書 

⑷ 財産目録 

⑸ 財務諸表に対する注記 

２ 会長は、前項の財務諸表等について、監事の監査を受けた後、監事の意見を添え

て理事会へ提出し、その承認を経た上で、社員総会において承認を得て決算を確

定する。 

 

（収支計算書） 

第１５８条 事務局長は、前条の財務書類の他、収支計算書を作成し会長に報告しなけれ 

ばならない。 

２ 会長は、前項の収支計算書について、監事の監査を受けた後、監事の意見を添え

て理事会に提出し、その承認を経た上で、社員総会において承認を得て資金収支計

算書を確定する。 

 

第２章 予算 

（予算編成） 

第１５９条 予算編成会議は次の構成で行う。 

    ⑴ 専務理事 

⑵ 常務理事（４名） 

⑶ 財務委員長 

⑷ 事務局長 

⑸ 税理士 

計 8名 

 

（手順） 

第１６０条 予算編成は次の手順で行う。 

    ① 各種別の会議実施及び予算要求額の決定 

② 各種別より事務局へ要求額の提出 

③ 財務委員長、事務局で原案の作成 

④ 予算編成会議の実施より理事会提出用予算案の作成 

⑤ 審議が必要であると判断した場合は事前にヒアリングを行う 

⑥ 理事会において承認 

 

（補正予算） 
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第１６１条 収入が確定した時点で、収支に大きなマイナスが発生すると思われる等の状

況となった場合は、補正予算を組むことができる。 

    ２ 前項の場合、財務委員会が補正予算案を作成し、理事会で承認を得る必要があ

る。 

 

（緊急の支出） 

第１６２条 緊急の支出が必要になった場合は、事務局長が財務委員長に報告、財務委員長

が専務理事に報告後、会長に決裁を受けることで、緊急支出を執行することがで

きる。 

２ 緊急支出の執行後は理事会に報告し、その承認を得る必要がある。 

 

（広告料・寄付等の収入） 

第１６３条 広告料・寄付等に伴う協定書の発出等の窓口は事務局とする。 

 

第３章 特定資産 

（目的） 

第１６４条 本章では本協会が設置する次の積立預金の適正な管理・運用のために必要な

事項を定める。 

⑴ 周年行事積立預金 

⑵ 事務局準備金積立預金 

⑶ 寄付金積立預金 

 

（使途） 

第１６５条 前条１・２号の積立預金は、定款第４条に定める事業のうち、将来の本協会の

次の事業に係る人件費及びその他経費並びに当該事業に係る資産の取得・改良

に充てることを目的とする。 

   ⑴ 周年行事 

   ⑵ 事務局準備金 

２ 前条３号の積立預金は、将来の本協会の資産の取得及び経費に充てることを

目的とする。 

（積立・表示） 

第１６６条 第１６３条の金員の積立ては、それぞれ周年行事事業、事務局準備金事業、寄

付金収入に係る流動資産から行うこととし、理事会の承認を得て行うものとす

る。なお、本章における積立預金は、本協会の貸借対照表及び財産目録では、特

定資産として他の資産と明確に区別して表示する。 
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（取り崩し） 

第１６７条 第１６３条の金員は、第１６４条に定める使途のために、理事会の決議を経て、

その全部又は一部を取り崩すことができる。 

 

（運用・管理） 

第１６８条 本章に定めるものの他、第１６３条の金員の管理は理事会が行う。積立預金に

属する資金は、金融機関への預金等の方法で、他の資産とは区別して管理する。 

 

第６編 旅費・謝金等 

（目的） 

第１６９条 本編は、本協会業務を遂行するために発生する旅費及び謝金等の支給を定め

る。 

 

（旅費） 

第１７０条 本編の規定により支給される旅費とは、次のものをいう。 

⑴ 交通費（航空運賃含む） 

⑵ 宿泊費（宿泊を伴う時） 

⑶ 日当 

 

（交通機関） 

第１７１条 利用する交通機関は原則として鉄道およびバス、船舶、航空機等定期的に運

航する交通機関（公共交通機関）とし（特急・新幹線利用は、一つの乗車区間

が 50Km以上とする）、航空機の利用範囲は、沖縄県若しくは兵庫県以東とす

る。 

２ 公共交通機関の利用が困難な場合は、車両の使用を認める（但し、事故等の責

任は自己責任とする）。 

 

（交通費） 

第１７２条 前条２項の場合の交通費・日当は、次のとおりとする。 

（県内） 

 交通費・日当 

県内 4,000円 

同一市町村内 3,000円 

   ※大会等の予算に応じて、上記の金額を上限として、金額を現場で判断してよいもの

とする 
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（県外） 

・すべて普通車料金（特急料含む）実費とする（もっとも経済的な通常の経路とする） 

・車両使用での精算方法は、37円/Kmとする（ガソリン代含む）、高速料金は別とし、 

利用区間の領収書等明細の提出が必要 

 ・乗り合せの場合は、車を出す人のみに交通費を支払う 

（宿泊費） 

第１７３条 宿泊費は 12,000円（サービス料、税込み）を上限として、宿泊に要した実費

を支給する（領収書必須）。 

 

（県外の日当等） 

第１７４条 県外の日当は 2,000円を上限として支給する（Web会議、審判県外派遣及びマ

ンツーマンｺﾐｯｼｮﾅｰ県外派遣を除く。）。  

     ただし、用務先より日当が支払われた場合は支給しない 

２ Web会議の日当は 1,000円を上限とする。 

     予算、Web会議の内容により、日当の金額を現場で判断してよいものとする 

   ３ 審判県外派遣について、日当は支払わず、1大会の派遣につき 2,000円の派遣料

を支払う。 

４ マンツーマンｺﾐｯｼｮﾅｰ県外派遣について、日当は支払わず、1 大会の派遣につき

2,000円の派遣料を支払う。 

 

（精算） 

第１７５条 県外出張の場合は、出張旅費精算書(様式 7 ホームページ掲載)による領収書

等の明細（特急券の控え、航空は搭乗便が分かる控え等）を提出しなければなら

ない。 

     領収書の宛名は「（一社）熊本県バスケットボール協会」とする。 

２ 県内出張の場合は、旅費日当・諸謝金精算書(様式 6 ホームページ掲載)による。 

３ 旅費は、個人の口座に事務局より送金する 

（謝金等） 

第１７６条 謝金等の支給額については、別紙２のとおりとする。 

 

（体育館使用料基準） 

第１７７条 体育館使用料基準については、別紙３のとおりとする。 

 

（その他） 

第１７８条 本規程に定めのないものについては、事務局へ連絡をし、専務理事、財務委員

長と協議の上、決定することができるものとする。 
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第７編 監事の報酬 

（報酬の支給） 

第１７９条 監事には、次のとおり報酬を支給する。 

      報酬金額 3,110 円  源泉税 110 円 

旅費は別途、県協会旅費規程にて支給する。 

（報酬等の支給方法） 

第１８０条 監事に対する報酬の支払時期は、会計監査当日に現金支給とする。 

 

（補則） 

第１８１条 本規定の実施に関し必要な事項は、専務理事が理事会の決議を経て、別に定め

ることとする。 

第８編 倫理 

 

（目的） 

第１８２条 本編の規定は、本協会の組織運営および諸事業の推進等に関わる全ての関係

者が、本協会の社会的使命および役割を自覚し、本協会の目的および事業執行の

公正さに対する社会からの疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、もって、

本協会に対する社会的な信頼を確保することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第１８３条 本編規定における規律の対象となる個人は、以下に定める。 

⑴ 定款第 22条第１項に規定する理事および監事 

⑵ 定款第 37条に規定する名誉役員 

⑶ 定款第 42条に規定する職員 

⑷ 定款第 44条に規定する専門委員会を構成する委員長および委員 

⑸ 規律規程第 11条に規定する規律委員会を構成する委員長および委員 

⑹ 本協会に登録する指導者、審判およびその他の登録関係者 

   ２ 次条に規定する遵守事項に違反したが、当該違反行為時に本条第１項各号に該

当するときには、懲罰時に同号に該当しなくとも懲罰の対象とすることができる。 

   

（遵守事項） 

第１８４条 前条第１項に定める個人は、以下の事項を遵守しなければならない。 

⑴ 法令に反してはならない。 

⑵ 本協会、公益財団法人日本バスケットボール協会、国際バスケットボール連盟

（ＦＩＢＡ）、ＦＩＢＡ ＡＳＩＡ、スポーツ仲裁裁判所（ＣＡＳ）、公益財団法
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人日本スポーツ仲裁機構（ＪＳＡＡ）、国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）およ

び日本オリンピック委員会(ＪＯＣ)等（本協会以下を纏めて「関連団体」という。）

ならびに所属する団体の定款、規程、規定、命令および指示等（以下、「規程類」

という。）に反してはならない。 

⑶ 暴力、暴言、ハラスメント、差別、ドーピングおよび八百長等の不適切な行為

ならびにスポーツのインテグリティまたはフェアプレーを著しく害する行為を

行ってはならない。 

⑷ 方法・形式のいかんにかかわらず、また、直接または間接を問わず、バスケッ

トボールにかかるスポーツ振興投票に関する不正行為または公正を害するおそ

れのある行為に一切関与してはならない。 

⑸ 本協会、前条に定める個人および団体ならびに本協会にかかわる一切の者の

名誉または信用を棄損する行為をしてはならない。 

⑹ バスケットボールに関し、不正な利益を供与し、申し込み、要求し、約束しお

よびあっせんする等してはならない。 

⑺ 補助金、助成金等に関して不正な経理処理および不正な申請、ならびに脱税そ

の他の経理に関わる不正な行為を行ってはならない。 

⑻ 社会の秩序に脅威を与える反社会的な勢力等と一切の関係を持ってはならな

い。 

⑼ その他、バスケットボールに関し、直接または間接を問わず、品位を失うべき

非行を行ってはならない。 

 

（懲罰対象期間） 

第１８５条 懲罰対象事実があったときから５年が経過した場合には、特段の事由が存す

る場合を除き、当該懲罰対象事実につき本協会の裁定委員会による審理を開始

することができない。 

（懲罰の種類） 

第１８６条 第１８２条に規定する個人は、第１８３条に規定する遵守事項に違反した事

実（以下、「懲罰対象事実」という。）をもって懲罰の対象となる（以下、「懲罰対

象者」という。）。 

２ 懲罰対象者に対する懲罰の種類は次のとおりとする。 

⑴ 譴責 

始末書をとり、注意し戒めること 

⑵ 研修の受講 

研修プログラム運用細則に定める研修を受講させること 

⑶ 研修の制限または禁止 

研修プログラム運用細則に定める研修の受講を制限または禁止すること 
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⑷ 罰金 

一定の金額を本協会に納付させること 

⑸ 没収 

不正に取得した利益を剥奪し、本協会に帰属させること 

⑹ 減給 

本協会から報酬または給与（以下、「報酬等」という。）を得ている個人の報酬

等を減額すること。ただし、職員の場合は労働基準法第 91条に則るものとする 

⑺ 一定期間または無期限の公式試合出場資格の停止 

公式試合について、一定期間または無期限に、コート、ベンチ、ロッカールー

ム等の区域に立ち入ることを禁止し、出場資格を停止すること 

⑻ 一定期間または無期限の職務の停止もしくは職務の解任 

職務について一定期間または無期限に停止すること、もしくは職務を解任す

ること。ただし、役員の解任については定款 28条に則り行うものとする。 

⑼ 一定期間または無期限の登録資格の停止もしくは再登録の禁止 

バスケットボールに関する一切の活動について、一定期間または無期限に停

止すること、もしくは資格の再登録を一定期間または無期限に禁止すること 

⑽ 降級または抹消 

当協会の認定する資格の等級を下位の級へ降級させること、または抹消する 

こと 

⑾ 当協会の認定する資格の等級に関する再取得の禁止 

当協会の認定する資格の等級につき、一定期間または無期限に禁止すること 

⑿ 除名 

本協会の登録資格を抹消すること 

⒀ 永久追放 

本協会から追放した上、復権を認めないこと 

   ３ ドーピングに対する懲罰については別に定める規程による。 

   ４ 第２項の譴責、罰金、没収、または降級もしくは抹消については、その他の懲罰

と併せて科することができる。 

   ５ 個人による、暴力、セクシャル・ハラスメント、その他のハラスメント、不正な

経理・不正申請等については、本編の別表に基づき懲罰を決定する。 

 

（コーチライセンス保有者に対する懲罰） 

第１８７条 懲罰対象者が本協会の定めるコーチライセンス保有者である場合は、次のと

おりとする。 

⑴ コーチライセンス保有者に対し、前条第２項に定める懲罰が科される場合に

は、同項第２号に定める研修の受講も併せて科すものとする。ただし、当該懲罰
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対象者のコーチライセンスが当該行為時においてＤ級以下である場合は、同項

第９号のうち１年以上の懲罰が科される場合を除き、この限りでない。 

⑵ コーチライセンス保有者に対し、前条第２項第９号のうち１年以上の懲罰が

科される場合において、懲罰対象者のコーチライセンスが、当該行為時において

Ｃ級以上である場合は、同項第１０号に定める降級も併せて科すものとする。 

⑶ 前号の場合、当該懲罰対象者のコーチライセンスが、当該行為時においてコー

チデベロッパー、キッズサポーター、キッズサポートリーダーのいずれかである

場合は、当該資格につき、前条第２項第１０号に定める抹消も併せて科すものと

する。この場合、コーチデベロッパーに対しては、同項第１１号に定める等級の

再取得の禁止も併せて科すものとする。 

 

（管理監督関係者の加重） 

第１８８条 役員または指導者その他の管理監督関係者が懲罰の対象となる場合には、特

段の定めがない限り、その違反行為について定められた懲罰の２倍以下相当の

範囲内において、懲罰を加重することができる。 

 

（罰金の合算） 

第１８９条 同時に複数の懲罰対象事実が罰金の対象となった場合には、各々の罰金の合

算額をもって罰金の金額とする。 

 

（懲罰対象事実の重複による加重） 

第１９０条 同種の懲罰対象事実を重ねて行った場合には、当該懲罰対象事実について定

められた懲罰の２倍以下相当の範囲内において、懲罰を加重することができる。 

 

（酌量減軽） 

第１９１条 懲罰対象事実が認められる場合においても、その情状において酌量すべき事

情があるときは、その懲罰を軽減することができる。 

 

（他者を利用した者に対する懲罰） 

第１９２条  他の者をして懲罰対象事実を行わせた者には、自ら懲罰対象事実を行った場

合と同様の懲罰を科すものとする。 

 

（復 権） 

第１９３条 復権の手続は、公益財団法人日本バスケットボール協会に対して行うものと

し、手続については同協会の定めに従う。 
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倫理規程 別表 

 
 

表１ 暴力：身体に対する不法な有形力の行使 

違反行為 懲罰内容 

被害者が傷害を負わなかった 有期の資格（公式試合出場資格または登録資格、

以下同じ）または職務の停止、有期の再登録の禁

止、社会奉仕活動、譴責 

被害者が全治１か月未満の傷害を負

った 

無期または有期の資格または職務の停止、無期

または半年以上の再登録の禁止、社会奉仕活動

（併科） 

暴力、体罰等により、 

①被害者が全治１か月を超える傷害

を負った 

②被害者が死亡するに至った 

③被害者が重大な後遺障害が残る傷

害を負った 

④加害者が刑事処分をされた 

永久追放、除名、解任、３年以上の再登録の禁止、 

社会奉仕活動（併科） 

＜考慮すべき要素＞ 

①違反行為の態様（故意か過失か・暴行の程度・内容・部位、回数や継続性、被害者 数

等） 

②加害者の地位・立場、被害者との関係 

③加害者の人数 

④違反行為による結果や影響 

⑤被害者の身体的負荷の程度（暴行にとどまるか傷害や死亡に至ったか） 

⑥被害者の心理的負荷の程度（自殺や精神疾患の発生の有無等を含む） 

⑦被害者の人数、被害者の本協会における活動（スポーツ活動を含む。以下同じ）への影

響の程度（本協会における活動の休止・停止の状況等） 

⑧加害者の動機、違反行為に至る経緯 

⑨被害者の言動、態度等 

⑩加害者の事後の対応（反省、被害者への謝罪等） 

＜加重・軽減要素の例＞ 

◯加重要素（懲罰内容を重くする） 

加害者あるいは被害者が複数の場合、傷害の程度が重度な場合、傷害により選手生命

が短縮される・スポーツ活動の継続が困難になるなど重大なスポーツ権の侵害があった

場合、退部・転校・不登校・退職・転職・出勤不能等、被害者の日常生活に大きな影響を
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与えた場合、複数回または継続的に行われていた場合等 

◯軽減要素（懲罰内容を軽減する） 

真摯に反省している場合、示談の成立、解雇・退職等他で制裁を受けている場合等 
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表２ セクシャル・ハラスメント：身体的接触を含むわいせつ行為等心身に有害な影響を

及ぼす言動（以下「わいせつ行為」という。）、被害者の意に反して行った、わいせつな

言辞、性的な内容の電話・手紙・電子メールの送付、つきまとい等の性的な言動（以下

「性的言動」という。） 

違反行為 懲罰内容 

被害者は強い嫌悪感を覚える等の苦

痛を感じたが、被害者およびその周囲

の者の本協会における活動環境を悪

化させるまでに至らなかった 

有期の資格（公式試合出場資格または登録資格、

以下同じ）または職務の停止、有期の再登録の禁

止、社会奉仕活動、譴責 

わいせつ行為や性的言動を繰り返し、

被害者が強い嫌悪感を覚える等の苦

痛を感じ、被害者およびその周囲の者

の本協会における活動に支障が生じ

た 

無期または有期の資格または職務の停止、無期

または半年以上の再登録の禁止、社会奉仕活動

（併科） 

わいせつ行為や性的言動を繰り返し、 

①被害者が強い嫌悪感を覚える等の

苦痛を感じ、本協会における活動がで

きなくなった 

②被害者が死亡するに至った 

③被害者の心身に重大な障害を与え

た 

④加害者が刑事処分を受けた 

永久追放、除名、解任、無期の資格または職務の

停止、無期または３年以上の再登録の禁止、社会

奉仕活動（併科） 

＜考慮すべき要素＞ 

①違反行為の態様（故意か過失か・身体的接触の有無・程度・部位、暴行の有無・内容、

回数や継続性、被害者数等） 

②加害者の地位・立場、被害者との関係 

③加害者の人数 

④違反行為よる結果や影響 

⑤被害者における身体的負荷の程度 

⑥被害者における心理的負荷の程度（自殺や精神疾患の発生の有無を含む） 

⑦被害者の人数、被害者の本協会における活動への影響の程度（本協会における活動の休

止・停止の状況等） 

⑧加害者の動機、違反行為に至る経緯 

⑨被害者の言動、態度等 

⑩加害者の事後の対応（反省、被害者への謝罪等） 

＜加重・軽減要素の例＞ 
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◯加重要素 

加害者あるいは被害者が多数いる場合、暴言や暴力等他の違反行為も併せて行った場

合、被害者が未成年である場合、わいせつ行為や性的言動を行った期間が長い場合や回数

が多い場合等 

◯軽減要素 

真摯に反省している場合、示談の成立、解雇・退職等他で制裁を受けている場合等 
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表３ その他のハラスメント等の不適切行為：他者に対する発言・行動等が、行為者の意

図には関係なく、相手を不快にさせたり、尊厳を傷つけたり、不利益を与えたり、脅

威を与えたりすること。なお、「パワハラ」とは、地位や人間関係などの優位性を背

景に、上下関係の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与えるまたは周囲の環

境を悪化させる言動。 

違反行為 懲罰内容 

不適切行為で、被害者およびその周囲

の者の本協会における活動環境を悪

化させるまでに至らなかった 

有期の資格（公式試合出場資格または登録資格、

以下同じ）または職務の停止、有期の再登録の禁

止、社会奉仕活動、譴責 

不適切行為を繰り返し、被害者が強い

嫌悪感を覚える等の苦痛を感じ、被害

者およびその周囲の者の本協会にお

ける活動に支障が生じた 

無期または有期の資格または職務の停止、無期

または半年以上の再登録の禁止、社会奉仕活動

（併科） 

不適切行為を繰り返し、 

①被害者が強い嫌悪感を覚える等の

苦痛を感じ、本協会における活動がで

きなくなった、 

②被害者が死亡するに至った 

③被害者の心身に重大な障害を与え

た 

④加害者が刑事処分を受けた 

永久追放、除名、解任、無期の資格または職務の

停止、無期または３年以上の再登録の禁止、社会

奉仕活動（併科） 

＜考慮すべき要素＞ 

①違反行為の態様（故意か過失か、回数や継続性、被害者数等） 

②加害者の地位・立場、被害者との関係 

③加害者の人数 

④違反行為による結果や影響 

⑤被害者における心理的負荷の程度（自殺や精神疾患の発生の有無を含む） 

⑥被害者の人数、被害者の本協会における活動への影響の程度（本協会における活動の休

止・停止の状況等） 

⑦加害者の動機、違反行為に至る経緯 

⑧被害者の言動、態度等 

⑨加害者の事後の対応（反省、被害者への謝罪等） 

＜加重・軽減要素の例＞ 

◯加重要素 

加害者あるいは被害者が多数いる場合、不適切な指導であることを知っていながら不

適切な指導を行った場合、傷害や後遺障害の程度が重度である場合、用いられた暴言内容



49 

や暴力の程度が重い場合、暴言等や不適切な指導を行った期間が長い場合や回数が多い

場合、被害者の選手生命等が短縮された場合、被害者が未成年の場合等 

◯軽減要素 

真摯に反省している、示談の成立、解雇・退職等他で制裁を受けている場合等  
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表４ 不正な経理処理・不正申請等：補助金、助成金等の経理処理に関し、一般に公正妥当

と認められる会計基準その他の会計の慣行および補助先、助成先等が指定する経理処

理要項等に基づかない経理処理・申請等（横領、窃取、詐取、各種補助金・助成金の不

正申請・受給、脱税等） 

違反行為 懲罰内容 

他者が不正な経理処理・不正申請等を

行っていることを知っていながら適切

な機関・団体・人物に報告しなかった 

有期の資格（公式試合出場資格または登録資格、

以下同じ）または職務の停止、有期の再登録の

禁止、社会奉仕活動、譴責 

不正な経理処理・不正申請等を行い、

補助金、助成金等を他の目的に流用し

た 

無期または有期の資格または職務の停止、無期

または半年以上の再登録の禁止、社会奉仕活動

（併科） 

不正な経理処理・不正申請等を行い、 

①自己の利益を図った 

②刑事処分を受けた 

永久追放、除名、解任、無期の資格または職務の

停止、無期または３年以上の再登録の禁止、社

会奉仕活動（併科） 

＜考慮すべき要素＞ 

①違反行為の態様（故意か過失か、程度、回数や継続性、被害額等） 

②加害者の地位・立場 

③加害者の人数 

④違反行為による結果や影響 

⑤被害者の人数、被害者の本協会における活動への影響の程度（本協会における活動の休

止・停止の状況等） 

⑥加害者の動機、違反行為に至る経緯 

⑦加害者の事後の対応（反省、関係者への謝罪、被害の回復・弁償等） 

＜加重・軽減要素の例＞ 

◯加重要素 

不正な経理処理・不正申請等であることを知っていながらこれを行った場合、加害者

が多数いる場合、被害額の程度が高額である場合、不正な経理処理・不正申請等を行った

期間が長い場合等 

〇軽減要素 

真摯に反省している場合、被害の弁償、示談の成立等 
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第９編 規律 
 

第１章 総則 

 

（目 的）     

第１９４条 この規程は、本協会による規律委員会の組織および運営に関する事項、定款、

基本規程またはこれに付随する諸規程等に対する違反行為のうち競技および競

技会に関するものについて調査、審議および懲罰案の事務総長への提出を行う

ための手続に関する事項ならびにこれらに関連する必要な事項を定めることを

目的とする。 

第２章 懲罰の種類等 

 

（懲罰の種類） 

第１９５条 競技および競技会に関連する違反行為に対する懲罰の種類のうち、個人に対

する懲罰の種類は次のとおりとする。 

    ⑴ 戒告 

口頭をもって戒めること 

⑵ 譴責 

始末書をとり、注意し戒めること 

⑶ 罰金 

一定の金額を本協会に納付させること 

⑷ 没収 

不正に取得した利益を剥奪し、本協会に帰属させること 

⑸ 減給 

本協会から報酬または給与（以下、「報酬等」という。）を得ている個人の報

酬等を減額すること。ただし、職員の場合は労働基準法第 91条に則るものと

する 

⑹ 賞の返還 

賞として獲得した全ての利益（賞金、記念品、トロフィー等）を返還させる

こと 

⑺ 一定期間または無期限の公式試合出場資格の停止 

公式試合について、一定期間または無期限に、コート、ベンチ、ロッカール

ーム等の区域に立ち入ることを禁止し、出場資格を停止すること 

⑻ 一定期間または無期限の職務の停止もしくは職務の解任 

職務について一定期間または無期限に停止すること、もしくは職務を解任す

ること。ただし、役員の解任については、社員総会の決議に則り、職員の解任

（解雇）については就業規則等に則るものとする 
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⑼ 一定期間または無期限の登録資格の停止もしくは再登録の禁止：登録資格に基

づくバスケットボールに関する一切の活動について、一定期間または無期限に停

止すること、もしくは資格の再登録を一定期間または無期限に禁止すること 

⑽ 除名 

本協会の登録資格を抹消すること 

⑾ 永久追放 

本協会から追放した上、復権を認めないこと   

  ２ ドーピングに対する懲罰については別に定める規程による。 

  ３ 第１項の譴責、罰金、没収、賞の返還、試合結果の無効、得点の減点または無

効、ならびに勝ち点の減点または無効については、その他の懲罰と併せて科するこ

とができる。 

 

（懲罰の基準） 

第１９６条 競技および競技会に関連する違反行為のうち、懲罰の対象となる行為および

これに対する懲罰の基準は、本規程の定める懲罰基準のとおりとする。 

   ただし、同基準に明示のない行為であっても、定款、基本規程およびこれに

付随する諸規程（以下「基本規程等」という。）の趣旨に明らかに反する行為が

あった場合には、これに対し適切と判断される懲罰を科すことを妨げない。 

 

（審判の懲罰との関係） 

第１９７条 競技会中に審判が別に行った懲罰がある場合であっても、本条に基づく懲罰

を行うことを妨げない。 

 

（管理監督関係者の加重） 

第１９８条 役員または指導者その他の管理監督関係者が懲罰の対象となる場合には、特

段の定めがない限り、その違反行為について定められた懲罰の２倍以下相当の

範囲内において、懲罰を加重することができる。 

 

（罰金の合算） 

第１９９条 同時に複数の懲罰対象事実が罰金の対象となった場合には、各々の罰金の合

算額をもって罰金の金額とする。 

 

（懲罰対象事実の重複による加重） 

第２００条 同種の懲罰対象事実を重ねて行った場合には、当該懲罰対象事実について定

められた懲罰の２倍以下相当の範囲内において、懲罰を加重することができ

る。 
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（酌量減軽） 

第２０１条 懲罰対象事実が認められる場合においても、その情状において酌量すべき事

情があるときは、その懲罰を軽減することができる。 

 

（他者を利用した者に対する懲罰） 

第２０２条  他の者をして懲罰対象事実を行わせた者には、自ら懲罰対象事実を行った場

合と同様の懲罰を科すものとする。 

 

（懲罰対象期間） 

第２０３条 懲罰対象事実があったときから５年が経過した場合には、特段の事由が存す

る場合を除き、当該懲罰対象事実につき本協会の規律委員会による審理を開始

することができない。 

 

第３章 手続 

 

（手続きの非公開、守秘義務） 

第２０４条 規律委員会における手続きおよび記録は非公開とする。 

２ 規律委員、規律委員会による調査・審議および答申の対象となった個人または団

体（以下、「審議対象者」という）、その代理人、オブザーバーおよび本協会の関係

者は、規律委員会の手続を通じて入手した情報を他に漏らしてはならない。 

 

（言語） 

第２０５条 規律の手続きおよび書面における言語は日本語を使用する。 

２ 規律の手続きにおいて、審議対象者または関係者が外国語を使用する場合には、

当該対象者または関係者は、口頭の陳述については日本語の通訳を同行し、文書に

ついては日本語の訳文を添付しなければならない。 

 

（代理人） 

第２０６条 規律の手続において、弁護士または規律委員会が承認した者を除き、審議対象

者の代理人となることができない。 

 

（免責）                   

第２０７条 規律委員および規律委員会にかかわる担当者は、故意または重過失による場

合を除き、規律委員会に関する作為および不作為について、何人に対しても責任

を負わない。 
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（手続きの開始） 

第２０８条 規律委員会は、第５４条第２項の招集のときから手続きを開始する。 

 

（調査への協力） 

第２０９条 規律委員会は、事案の解明のために、審議対象者およびその関係者に対し、事

実関係についての説明または証拠資料の提出を求め、もしくは現地調査を行う等、

必要な調査をすることができる。 

２ 審議対象者および関係者は、当該調査に協力しなければならない。 

 

（聴聞等） 

第２１０条  規律委員会は、原則として、審議対象者に対し事情聴取を行い、その意見およ

び弁明を聴取するものとする。ただし、事情聴取については、審議対象者の同

意がある場合もしくは審議対象者が事情聴取を拒否または無断欠席した場合

は、この限りではない。 

 

（証拠の評価） 

第２１１条 懲罰の規律においては、審議対象者または目撃者の供述または文書、音声、画

像の記録もしくは専門家の意見その他一切の証拠を参照することができる。 

 

（懲罰案作成・答申） 

第２１２条 規律委員会は、調査および審議の上、次の各号の事項を記載した懲罰案を作成

し、これを専務理事に答申しなければならない。 

⑴ 審議対象者の氏名（代理人がある場合はその氏名） 

⑵ 主文（判断の結論） 

⑶ 懲罰対象事実 

（可能な限り日時、場所、登場人物および行為を特定するものとする） 

⑷ 判断の理由 

⑸ 懲罰案の作成年月日 

⑹ 規律委員名 

       

  

（答申の尊重、専務理事の懲罰決定） 

第２１３条 専務理事は、規律委員会の答申を十分に尊重し、かつ、本協会全体の利益を考

慮した上、懲懲罰の決定を行うものとする。 

 

（審議対象者の登録に関する取扱い） 
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第２１４条 審議対象者が本協会の役員である場合は、審議中に（懲罰が確定するまで）辞

任または解任の手続きを行ってはならない。 

２ 審議対象者が本協会に登録する指導者、審判およびその他の登録関係者である

場合は、審議中に（懲罰が確定するまで）登録および資格の返上または失効手続

きを行ってはならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、審議対象者となった役員が、懲罰が確定するまで

に任期満了となり、かつ次期役員に任命されなかった場合は、当該役員を退任す

るものとする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、審議対象者となった登録者が、懲罰が確定するま

でに登録期限満了となり、かつ次期登録手続きを行わなかった場合は、登録を失

効するものとする。 

 

（懲罰の通知） 

第２１５条 規律委員会は、決定した懲罰を当事者または同人が所属する団体（当事者が選

手である場合は、同人が登録された加盟チーム）に書面にて通知するものとする。 

２ 前項の通知には、次の項目を含めるものとする。 

⑴ 当事者の氏名 

⑵ 代理人があるときは、その氏名および所属  

⑶ 懲罰の内容（判断の結論。効力発生日を含む） 

⑷ 判断の理由（必ず、根拠となる条文を記載すること） 

⑸ 作成年月日 

⑹ 不服申立手続の可否およびその手続きの期限 

３ 前項に定める通知は、郵送、ＦＡＸまたは電子メール等の手段によって行われ

るものとする。なお、電子メールによる通知の場合は、本協会、都道府県協会等

または競技会の主催者に対して登録されている当事者の電子メールアドレスに

宛てて発信された時点で、有効に通知されたものとみなされる。 

 

（懲罰の公表および報告） 

第２１６条 本協会は、決定した懲罰を公表するものとする。ただし、公表にあたっては、

被処分者、被害者またはその他の関係者のプライバシー等の権利に配慮し、当

該権利を侵害するおそれがある等、特段の事情がある場合においては、公表を

差し控えることができるものとする。 

 

（決定の効力） 

第２１７条 審議対象者は、再審査の申立て、復権の申立てについては、公益財団法人日本

バスケットボール協会の手続によるものとする。 
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第１０編 裁定 

 

（手続の非公開、守秘義務） 

第２１８条 裁定の手続きおよび記録は非公開とする。 

２ 裁定委員、裁定対象者、その代理人、オブザーバーおよび本協会の関係者は、裁定

委員会の手続きを通じて入手した情報を他に漏らしてはならない。 

 

（言語） 

第２１９条 裁定の手続きおよび書面における言語は日本語を使用する。 

２ 裁定の手続きにおいて、裁定対象者または関係者が外国語を使用する場合には、当

該裁定対象者または関係者は、口頭の陳述については日本語の通訳を同行し、文書に

ついては日本語の訳文を添付しなければならない。 

（代理人）  

第２２０条 裁定の手続きにおいて、弁護士または裁定委員会が承認した者を除き、裁定対

象者の代理人となることができない。 

 

（免責）                   

第２２１条 裁定委員および裁定委員会にかかわる担当者は、故意または重過失による場

合を除き、裁定委員会に関する作為および不作為について、何人に対しても責任

を負わない。 

（手続きの開始） 

第２２２条 裁定委員会は、第５８条第２項の招集のときから手続きを開始する。 

 

（調査への協力） 

第２２３条 裁定委員会は、事案の解明のために、裁定対象者およびその関係者に対し、事

実関係についての説明または証拠資料の提出を求め、もしくは現地調査をするこ

とができる。 

２ 裁定委員会または受託して調査を行う者による調査の対象となった個人は、当該

調査に協力しなければならない。 

 

（聴聞等） 

第２２４条  裁定委員会は、原則として、裁定対象者に対し事情聴取を行い、その意見およ

び弁明を聴取するものとする。ただし、事情聴取については、裁定対象者の同意

がある場合もしくは裁定対象者が事情聴取を拒否または無断欠席した場合は、こ

の限りではない。 
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（証拠の評価） 

第２２５条 裁定委員会は、裁定対象者または目撃者の供述または文書、音声、画像の記録

もしくは専門家の意見その他一切の証拠を参照することができる。 

 

（懲罰案作成・答申） 

第２２６条 裁定委員会は、調査および審議の上、次の各号の事項を記載した懲罰案を作成

し、これを理事会に答申しなければならない。 

⑴ 裁定対象者の氏名（代理人がある場合はその氏名） 

⑵ 主文（判断の結論） 

⑶ 懲罰対象事実 

（可能な限り日時、場所、登場人物および行為を特定するものとする） 

⑷ 適用した規程・条項等 

⑸ 判断の理由（証拠の摘示） 

⑹ 懲罰案の作成年月日 

⑺ 裁定委員名 

 

（答申の尊重、理事会の懲罰決定） 

第２２７条 理事会は、裁定委員会の答申を十分に尊重し、かつ、本協会全体の利益を考慮

した上、懲罰の決定を行うものとする。 

 

（裁定対象者の登録に関する取扱い） 

第２２８条 裁定対象者が本協会の役員である場合は、審議中に（懲罰が確定するまで）辞

任または解任の手続きを行ってはならない。 

２ 裁定対象者が本協会に登録する指導者、審判およびその他の登録関係者である場

合は、審議中に（懲罰が確定するまで）登録および資格の返上または失効手続きを

行ってはならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、裁定対象者となった役員が、懲罰が確定するまでに

任期満了となり、かつ次期役員に任命されなかった場合は、当該役員を退任するも

のとする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、裁定対象者となった登録者が、懲罰が確定するまで

に登録期限満了となり、かつ次期登録手続きを行わなかった場合は、登録を失効す

るものとする。 

 

（懲罰の通知） 

第２２９条 裁定委員会は、決定した懲罰を当事者に書面にて通知するものとする。 

２ 前項の通知には、次の項目を含めるものとする。 
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⑴ 当事者の氏名（団体の場合は団体名および代表者名） 

⑵ 代理人があるときは、その氏名および所属  

⑶ 懲罰の内容（判断の結論。効力発生日を含む） 

⑷ 判断の理由（必ず、根拠となる条文を記載すること） 

⑸ 作成年月日  

⑹ 不服申立手続の可否およびその手続きの期限 

３ 前項に定める通知は、郵送、ＦＡＸまたは電子メール等の手段によって行われる

ものとする。なお、電子メールによる通知の場合は、本協会、都道府県協会等また

は競技会の主催者に対して登録されている当事者の電子メールアドレスに宛てて

発信された時点で、有効に通知されたものとみなされる。 

 

（懲罰の公表および報告） 

第２３０条 本協会は、決定した懲罰を公表するものとする。ただし、公表にあたっては、

被処分者、被害者またはその他の関係者のプライバシー等の権利に配慮し、当該権

利を侵害するおそれがある等、特段の事情がある場合においては、公表を差し控え

ることができるものとする。 

 

（決定の効力） 

第２３１条 審議対象者は、再審査の申立て、復権の申立てについては、公益財団法人日本

バスケットボール協会の手続によるものとする。 

 

（仮の処分） 

第２３２条 裁定委員会は、理事会が第２２６条の懲罰を決定するまでの間、緊急の必要性

がある場合には、一時的に裁定対象者の資格および職務等を停止すること（以下、

「仮の処分」という。）を理事会に答申することができる。 

   ２  理事会は、仮の処分の決定をする前に裁定対象者から意見を聴く機会を設けなけ

ればならない。ただし、緊急の場合には、裁定対象者から意見を聴かないで仮の処

分を決定することができる。この場合においては、後日、裁定対象者の意見を聴く

機会を設け、既に命じた仮の処分の撤回または変更をすることができる。 

   ３ 理事会は、第１項の答申を受けた場合、速やかに仮の処分について審議の上、決

定を行う。 

（和解あっせん委員） 

第２３３条 裁定委員長は、相当と認める場合には、１名または複数の裁定委員に和解あっ

せん手続を担当させ、和解あっせん手続に関する裁定委員会の権限を委任するこ

とができる。 
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（手続きの開始） 

第２３４条 和解あっせん手続は、紛争の当事者のいずれかによる申立てがあった場合に

開始する。 

 

（申立手続） 

第２３５条 和解あっせん手続の申立てを行う者（以下、「申立人」という。）は、裁定委員

会に対し、次の書類を提出しなければならない。 

⑴ 申立書 

⑵ 申立人の主張を裏付ける証拠がある場合は、その原本または写し 

⑶ 代理人により申立てを行う場合は、委任状 

２ 前項第１号の申立書には、次の事項を記載しなければならない。 

⑴ 当事者の氏名、住所、電話・ＦＡＸ番号およびメールアドレス 

⑵ 代理人に代理させる場合は、代理人の氏名、住所、電話・ＦＡＸ番号およびメ

ールアドレス 

⑶ 申立ての趣旨 

⑷ 申立ての理由および立証方法 

３ 申立ての手数料は１件につき金 10 万円（消費税別）を基準として、裁定委員会

が定める金額を納付しなければならない。 

 

（申立ての受理および通知） 

第２３６条 裁定委員会は、前条の規定に適合する和解あっせんの申立てがあったときに

は、これを受理するとともに、申立ての相手方（以下、「被申立人」という）に対

し、その旨を通知する。ただし、次の各号のいずれかに該当する事由がある場合

には申立てを受理しないことができる。 

⑴ 申立人が不当な目的により申立てをしたものと認められるとき 

⑵ 申立人が権利または権限を有しないと明らかに認められるとき 

⑶ 正当な代理権限を有しない者が関与する申立てと認められるとき 

⑷ 本協会において既に紛争処理を行った紛争に関する申立てであるとき 

⑸ 紛争解決に必要のない問題に対する判断を求める申立てと認められるとき 

⑹ 申立てにかかる事案について、裁判所その他の機関において訴訟・調停等の手

続きが係属中であるときまたは裁定対象者間の紛争が解決しているとき 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、裁定委員会が和解あっせんを行うのに適当でな

いと認めるとき 

２ 前項の通知には、申立書および証拠各１部を添付する。ただし、裁定委員会が適

当と認めるときは、その書類の一部のみを被申立人に送付し、または申立ての概要

を適当な方法で被申立人に通知して、書類の全部を送付しないことができる。 
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（答弁） 

第２３７条 被申立人は、前条の通知が到達した日から 30 日以内に、裁定委員会に対し、

次の書類を提出して答弁することができる。 

⑴ 答弁書 

⑵ 答弁の理由を裏付ける証拠がある場合はその証拠の原本または写し 

⑶ 代理人により答弁を行う場合は委任状 

２  前項第１号の答弁書には、次の事項を記載しなければならない。 

⑴ 当事者の氏名、住所、電話・ＦＡＸ番号およびメールアドレス 

⑵ 代理人に代理させる場合は、代理人の氏名、住所、電話・ＦＡＸ番号およびメ

ールアドレス 

⑶ 答弁の趣旨 

⑷ 答弁の理由および立証方法 

３ 裁定委員会は、前２項の規定に適合する答弁があったときは、これを受理するとと

もに、申立人に対し、その旨を通知する。 

４ 前項の通知には、答弁書および証拠各１部を添付しなければならない。ただし、裁

定委員会が適当と認めるときは、その書類の一部のみを申立人に送付し、または答弁

書の概要を適当な方法で申立人に伝達して、書類の全部を送付しないことができる。 

 

（提出書類の部数） 

第２３８条 本編規定により申立人または被申立人が提出する書類の部数は、委任状を除

き５部（原本を提出するときは、その写しを含めて５部）とする。ただし、当事

者が３名以上のときは、当事者１名につき１部増加する。 

 

（審理または調査のための権限等） 

第２３９条 当事者の意見陳述および証拠の提出は原則として各当事者が文書で行う。 

２ 裁定委員会が申立ての審理のために必要と認めたときは、当事者の口頭陳述、利

害関係人・第三者の証言または鑑定人の鑑定を求め、資料の提出を命じ、その他の

調査を行うことができる。 

３ 前項の調査に要する費用は、原則として当事者が負担するものとする。 

 

（和解の成立） 

第２４０条 当事者の申出がある場合または裁定委員会が相当と認める場合には、裁定委

員会は当事者に和解を勧告することができる。 

２ 当事者間に和解が成立した場合において、裁定委員会がその和解の内容を相当と

認めたときは、当事者双方に和解契約書を作成させた上で、裁定委員長が立会人と

してこれに署名捺印する。 
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３ 前項の和解契約書には、申立手数料その他の手続費用を負担する当事者およびそ

の割合を記載しなければならない。 

 

（裁定案の提示） 

第２４１条 裁定委員会は、必要または適切と認める場合には裁定案（和解案を含む）を提

示することができる。 

２ 裁定案は、原則として書面で当事者双方に交付するものとし、裁定委員会が相当

と認める場合には、その理由を書面または口頭で説明する。 

３ 当事者は、裁定案に対して諾否の自由を有する。 

４ 裁定案を当事者双方が受諾した場合には、前条に従って和解契約書を作成するも

のとする。 

５ 裁定案を当事者の一方または双方が拒否した場合でも、裁定委員会は裁量により

さらに和解あっせん手続を継続することができる。 

６ 裁定案には、申立手数料およびその他の費用を負担する当事者およびその割合を

記載しなければならない。 

 

（申立ての変更、取下） 

第２４２条 申立人は、被申立人の同意を得て、申立てを変更することができる。 

２ 申立人は、いつでも申立てを取り下げることができる。 

  

（和解あっせん手続の終了）  

第２４３条 裁定委員会は、和解の見込みがないと認める場合には、和解あっせん手続を終

了し、当事者双方に手続終了の通知を行うものとする。 

２ 裁定委員会は、以下の場合には和解あっせん手続を終了させることができる。 

⑴ 当事者が本規程の定める手続きに出頭せず、その他裁定委員会の指示に従わな

い等、和解あっせんが困難なとき 

⑵ 裁定委員会が、事案が和解あっせんに適しないと認めるとき 

 

第１１編 慶弔・表彰 

 

（目的） 

第２４４条 本編の規定は、本協会の役員、顧問、参与、協会組織図範囲内及び事務局職員

に慶弔がある場合の取り扱いについて定めることを目的とする。 

 

（慶弔費） 

第２４５条 慶弔費は次のとおりとする。 
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⑴ 本人の死亡の場合 

香典 10,000円、生花時価、弔電 

⑵ 配偶者、子の死亡の場合 

香典 5,000円、生花時価、弔電 

⑶ 父母、義父母の死亡の場合 

香典なし、生花時価、弔電 

 

第２４６条 この規程に定めのないもの及び会長が特に必要と認めるものについては、専

務理事と協議の上、決定することができるものとする。 

 

（連絡方法） 

第２４７条 第２４４条に定める事項があった場合、関係当事者は必ず事務局へ連絡し、事

務局は速やかに専務理事へ報告の上、関係役員に連絡をする。 

 

（経費） 

第２４８条 この規程に要する経費は、本部会計をもって充てるものとする。 

 

（その他） 

第２４９条 慶弔以外で社会通念上必要とされることがある場合は、速やかに理事会を開

催し、協議決定しなければならない。 

 

第１２編 表彰 

 

（目的） 

第２５０条 本編の規定は、熊本県バスケットボール競技の健全なる普及振興に貢献した

個人・団体に対して適用し、熊本県バスケットボール競技の振興に資することを

目的とする。 

 

（対象） 

第２５１条 前条に規定する表彰は、次に該当するものについて本協会がこれを行う。 

    ⑴ 多年にわたり熊本県バスケットボール競技の普及振興に寄与し、その功績が

顕著な者 

⑵ バスケットボール競技において、抜群の成績を上げ、その功績が顕著な者 

 

（推薦） 

第２５２条 表彰者推薦に当たっては、届出すべき事項を次のように定める。  
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⑴ 推薦母体である団体名及び責任者氏名 

⑵ 推薦される者の氏名（団体名）・住所（所在地） 

⑶ 推薦理由 

⑷ その他審議にあたって必要と考えられる事項 

 

（表彰者の決定） 

第２５３条 表彰者は、前条により推薦された個人・団体について、理事会において審議決

定する。 

 

（表彰の方法） 

第２５４条 表彰は、表彰状および記念品を贈ってこれを行う。 

２ 表彰は、原則として毎年１回社員総会にてこれを行う。 

 

（その他） 

第２５５条  本規程表彰候補推薦のための基準は別に定める。 

 

第１３編 個人情報 

 

第２５６条 本協会は、法令等（個人情報保護法、政令、個人情報保護委員会規則および同

委員会のガイドライン等、本協会の個人情報の取扱いに適用があるもの）及び、

別途定める本協会個人情報保護関連規程等に基づき、個人情報を適正に取扱う。 

 

第１４編 改正 

（改正） 

第２５７条 本規程の改正は、理事会の議決を得て行う。 

 

第１５編 附則 

（施行） 

第２５８条 本規程は、●年●月●日から施行する。 

  


